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「第２期松山市子ども・子育て支援事業計画（案）」第4章：施策の展開　第1期計画と第2期計画比較

基本
方針

推進施策 通番 事業名 担当課 事業の概要及び今後の方針（第1期計画）
第2期

支援事業計画
での方向性

事業の概要及び今後の方針（第2期計画） 備考 部会

1-1 1
認定こども園

（施設型保育給付）
保育・幼稚園課

就学前の子どもに関する教育・保育や地域での子育て支援を総合
的に提供する機能を備えた「認定こども園」の設置が推進される
よう支援します。また、認可保育所整備と併せて、必要な入所定
員の確保に努めます。

継続

就学前の子どもに関する教育・保育や地域での子育て支援を総合
的に提供する機能を備えた「認定こども園」の設置が推進される
よう支援します。また、ニーズに応じた利用定員を確保し、施設
運営に係る費用を給付します。

教育・保育

1-1 2
幼稚園

（施設型保育給付）
保育・幼稚園課

幼児期の特性を踏まえ、生涯にわたる人格形成の基礎を培うとと
もに、小学校以降の教育の基盤をつくる教育環境の整備を図りま
す。

継続

幼児期の特性を踏まえ、生涯にわたる人格形成の基礎を培うとと
もに、小学校以降の教育の基盤をつくる教育環境の整備を図りま
す。また、新制度に移行した幼稚園の施設運営に係る費用を給付
します。

教育・保育

1-1 3
保育所

（施設型保育給付）
保育・幼稚園課

保育を必要とする子どもの受け入れを行い、日々の保育を実施し
ます。また、事業計画に基づき、認可保育所整備を推進するな
ど、必要な入所定員の確保に努めます。

継続
保育を必要とする子どもの受け入れを行い、日々の保育を実施し
ます。また、ニーズに応じた利用定員を確保し、施設運営に係る
費用を給付します。

教育・保育

1-1 4
家庭的保育

（地域型保育給付）
保育・幼稚園課

家庭的保育者が、居宅等のさまざまなスペースで、家庭的な雰囲
気のもと、少人数（５人以下）の保育を必要とする乳児・幼児
（原則として満３歳未満）を対象に保育を実施する事業です。子
ども・子育て支援新制度では、新たに市町村の認可事業として位
置付けられ、地域のニーズに応じて計画的に整備を進めていきま
す。

継続

家庭的保育者が、居宅等のさまざまなスペースで、家庭的な雰囲
気のもと、少人数（５人以下）の保育を必要とする乳幼児（原則
として３歳未満児）を対象に、保育を実施します。また、ニーズ
に応じた利用定員を確保し、運営に係る費用を給付します。

教育・保育

1-1 5
小規模保育

（地域型保育給付）
保育・幼稚園課

都市部等で増加する満３歳未満児の保育需要への対応や人口減少
地域等で保育基盤の維持を図るため、保育を必要とする乳児・幼
児（原則として満３歳未満）を対象に、定員６人以上２０人未満
の比較的小規模で家庭的保育事業に近い雰囲気で、保育を実施す
る事業です。子ども・子育て支援新制度では、新たに市町村の認
可事業として位置付けられ、地域のニーズに応じて計画的に整備
を進めていきます。

継続

定員６人以上２０人未満の比較的小規模で、保育を必要とする乳
幼児（原則として３歳未満児）を対象に、保育を実施します。ま
た、ニーズに応じた利用定員を確保し、運営に係る費用を給付し
ます。

教育・保育

1-1 6
居宅訪問型保育

（地域型保育給付）
保育・幼稚園課

保育を必要とし、障がいや疾病等により集団保育が著しく困難と
認められる乳児・幼児を対象に、その乳児・幼児（原則として満
３歳未満）の居宅で１対１を基本とする保育を実施する事業で
す。子ども・子育て支援新制度では、新たに市町村の認可事業と
して位置付けられ、地域のニーズに応じて計画的に整備を進めて
いきます。

継続

障がいや疾病等により集団保育が難しい、保育を必要とする乳幼
児（原則として３歳未満児）の居宅にて、１対１で保育を実施し
ます。また、ニーズに応じた利用定員を確保し、運営に係る費用
を給付します。

教育・保育

1-1 7
事業所内保育

（地域保育給付）
保育・幼稚園課

企業が主として従業員の仕事と子育ての両立支援策として設置す
る事業所内保育施設で、その従業員の子どもや地域の子どもで、
保育を必要とする乳児・幼児（原則として３歳未満）を保育する
事業です。子ども・子育て支援新制度では、新たに市町村の認可
事業として位置付けられ、企業の意向や地域のニーズに応じて計
画的に整備を進めていきます。

継続

企業などが、主に従業員の仕事と子育ての両立支援策として設置
する事業所内保育施設で、従業員の子どもや地域の子どものう
ち、保育を必要とする乳幼児（原則として３歳未満児）を保育し
ます。また、ニーズに応じた利用定員を確保し、運営に係る費用
を給付します。

教育・保育
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基本
方針

推進施策 通番 事業名 担当課 事業の概要及び今後の方針（第1期計画）
第2期

支援事業計画
での方向性

事業の概要及び今後の方針（第2期計画） 備考 部会

2-1 8 利用者支援事業
保育・幼稚園課
子育て支援課
健康づくり推進課

子ども及びその保護者が、認定こども園・幼稚園・保育所での教
育・保育や一時預かりなどの地域子ども・子育て支援事業等の中
から適切なものを選択し、円滑に利用できるよう、市役所や地域
子育て支援拠点などで相談を受け付けるなど利用者支援を図りま
す。

変更（統合）

認定こども園・幼稚園・保育所などの教育・保育施設や、一時預
かり事業などの地域子ども・子育て支援事業等について、保護者
のニーズに応じたサービスが受けられるように相談を受けたり、
子育てに関する情報提供を行います。また、子育て世代包括支援
センターとして、妊娠期から子育て期にわたる切れ目のない支援
を行います。

・担当課「子育て支
援課」「健康づくり
推進課」の追加
・【4-2】「私立幼稚
園の情報提供」と統
合。

教育・保育

2-1 9 一時預かり事業 保育・幼稚園課
保護者の就労や、疾病・入院、災害・事故、育児等に伴う心理
的・肉体的負担の解消のため、一時的に認定こども園、幼稚園、
保育所などで保育を行います。

継続

保護者の就労や、家庭で保育を受けることが一時的に困難となっ
た乳幼児、並びに、教育時間終了後の在園児の預かり保育につい
て、認定こども園、幼稚園、保育所などで一時的に保育を行いま
す。

教育・保育

2-1 10 延長保育事業 保育・幼稚園課
就労形態の多様化に伴う保育需要に対応するため、通常保育を延
長した保育を行います。

継続
就労形態の多様化に伴う保育需要に対応するため、認定こども
園、保育所などで、通常の利用日や利用時間以外の日及び時間に
保育を行います。

教育・保育

2-1 11
病児・病後児
保育事業

保育・幼稚園課
認定こども園・幼稚園・保育所等に通っている児童が病気又は病
気回復期のため、集団生活が困難な場合に、一時的に預かりま
す。

継続
仕事等の理由で、保護者が病気中の子ども（小学6年生まで）を家
庭で保育できない場合に、市が委託した施設（医療機関）で一時
的に保育し、保護者の子育てと就労の両立を支援します。

地域子育て

2-1 12
地域子育て支援拠点
事業

保育・幼稚園課
子育て支援課
子ども総合相談セ
ンター事務所

乳幼児及びその保護者が相互の交流を行う場所を開設し、子育て
についての相談、情報の提供、助言その他の援助を行います。こ
れにより、地域の子育て支援機能の充実、子育ての不安感の緩和
等を図り、子どもの健やかな育ちを支援します。

継続

乳幼児及びその保護者が相互の交流を行う場所を開設し、子育て
についての相談、情報の提供、助言その他の援助を行います。こ
れにより、地域の子育て支援機能の充実、子育ての不安感の緩和
等を図り、子どもの健やかな育ちを支援します。

地域子育て

2-1 13
児童クラブ運営事業
（放課後児童健全育
成事業）

子育て支援課

就労等により保護者が昼間家庭にいない小学校の児童を対象に、
適切な遊び及び生活の場を提供します。入会児童の増加に対応す
るため、計画的に専用施設の新築や増改築などの整備を行い、量
と質の向上に取り組みます。また、国の「放課後子ども総合プラ
ン」に沿って、放課後子ども教室と放課後児童クラブの関係者が
情報共有を図るなど連携して放課後子ども対策に取り組みます。

継続

就労等により保護者が昼間家庭にいない小学校の児童を対象に、
適切な遊び及び生活の場を提供します。入会児童の増加に対応す
るため、計画的に専用施設の新築や増改築などの整備を行い、量
と質の向上に取り組みます。また、国の「放課後子ども総合プラ
ン」に沿って、放課後子ども教室と放課後児童クラブの関係者が
情報共有を図るなど連携して放課後子ども対策に取り組みます。

地域子育て

2-1 14 子育て短期支援事業 子育て支援課

保護者の病気、疲労等により家庭で養育することが一般的に困難
になった児童を保護します。また、夫等の暴力から一時的に逃れ
るためや経済的な理由により緊急一時的に保護が必要になった母
子の保護を行います。今後も広報紙等によって周知に努め、利用
を促進します。

継続

保護者の病気、疲労等により家庭で養育することが一般的に困難
になった児童を保護します。また、夫等の暴力から一時的に逃れ
るためや経済的な理由により緊急一時的に保護が必要になった母
子の保護を行います。今後も周知に努め、利用を促進します。

地域子育て

2-1 15

養育支援訪問事業そ
の他要支援児童、要
保護児童等の支援に
資する事業

子ども総合相談セ
ンター事務所

養育支援が必要でありながら自主的に支援を求めることができな
い家庭を早期に発見し、必要な訪問支援を行います。今後も継続
して支援を行い、家庭での安定した児童の養育が可能となるよう
に努めます。（要支援児童等に対する適切な対応）

継続

若年妊婦、未検診妊婦のほか、育児ストレス、産後に不安感や孤
立感を抱えるなど、さまざまな理由で養育支援が必要でありなが
ら自主的に支援を求めることができない家庭を早期に発見し、必
要な訪問支援を行います。今後も継続して支援を行い、家庭での
安定した児童の養育が可能となるように努めます。（要支援児童
等に対する適切な対応）

地域子育て
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基本
方針

推進施策 通番 事業名 担当課 事業の概要及び今後の方針（第1期計画）
第2期

支援事業計画
での方向性

事業の概要及び今後の方針（第2期計画） 備考 部会

2-1 16
妊婦一般健康診査事
業

健康づくり推進課
妊婦一般健康診査（一部公費負担）を行い、妊婦及び胎児の健康
の保持増進を図ります。広報紙やホームページへの掲載、チラシ
の配布等で受診勧奨のために周知・啓発を図ります。

継続
妊婦一般健康診査（一部公費負担）を行い、妊婦及び胎児の健康
の保持増進を図ります。広報紙やホームページへの掲載、チラシ
の配布等で受診勧奨のために周知・啓発を図ります。

地域子育て

2-1 17
乳児家庭全戸訪問事
業（こんにちは赤
ちゃん訪問）

健康づくり推進課

生後４か月未満の乳児のいる家庭を保健師又は訪問員（母子保健
推進員等）が訪問し、さまざまな不安や悩みを聞き、子育て支援
に関する必要な情報提供を行います。支援が必要な家庭には適切
なサービスの提供を行うことで、地域の中で子どもが健やかに育
成できる環境整備を図ります。

継続

生後４か月未満の乳児のいる家庭を保健師又は訪問員（母子保健
推進員等）が訪問し、さまざまな不安や悩みを聞き、子育て支援
に関する必要な情報提供を行います。支援が必要な家庭には適切
なサービスの提供を行うことで、地域の中で子どもが健やかに育
成できる環境整備を図ります。

地域子育て

2-1 18
ファミリー・サポー
ト・センター事業
（育児）

子育て支援課

子育てに関し、「援助を受けたい方（依頼会員）」と「援助を行
いたい方（提供会員）」両者のあっ旋等を行います。利用料の助
成により依頼会員の増加を図るとともに、依頼会員数と提供会員
数のバランスを保ちます。また、より安全な援助活動を行うため
の講習会を実施し、提供会員の知識及び技能の向上を図ります。

継続

子育てに関し、「援助を受けたい方（依頼会員）」と「援助を行
いたい方（提供会員）」両者のあっ旋等を行います。利用料の助
成により依頼会員の増加を図るとともに、依頼会員数と提供会員
数のバランスを保ちます。また、より安全な援助活動を行うため
の講習会を実施し、提供会員の知識及び技能の向上を図ります。

地域子育て

2-1 19
実費徴収に係る補足
給付を行う事業

保育・幼稚園課
子ども・子育て支援新制度での支給認定子どもが、特定教育・保
育等を利用した際の給食費や教材費・行事費等の実費負担分につ
いて、生活保護世帯等に対し、費用助成を行います。

継続

新制度の給付を受ける、認定こども園、幼稚園、保育所などを利
用している生活保護世帯等の子どもに対し、教材費や行事費など
の実費負担分を補助します。また、新制度の給付を受けない幼稚
園（私学助成幼稚園）を利用する生活保護世帯等の子どもに対
し、給食費の実費負担分を補助します。

教育・保育

2-1 20
多様な事業者の参入
促進・能力活用事業

保育・幼稚園課
地域ニーズに即した保育等の事業充実を図るため、新規の事業者
が円滑に、新制度で保育所、小規模保育事業等での保育等事業に
参入できるよう必要な支援を行います。

変更（統合）

多様な事業者が新制度に新規参入した際の巡回支援を行うほか、
私立認定こども園での特別な支援が必要な子どもの受け入れ体制
を構築することで、良質かつ適切な教育・保育等の提供体制の確
保を図ります。
地域ニーズに即した保育等の事業を充実させるため、新規参入事
業者への巡回支援を行うとともに、私立認定こども園で特別な支
援が必要な子どもの受入れにつながる支援を行います。

事業名・内容の変更 教育・保育

2-1 －
子育て支援総合コー
ディネート事業

子ども総合相談セ
ンター事務所

多様な子育て支援サービスに関する情報を一元的に把握し、関係
機関と連携をもちながら、情報提供、サービス利用の利便性向上
及び円滑化等を図ります。また、保健師、保育士等の職員及び、
関係機関を対象に、より専門性を高め、関係機関との連携を強化
するため、研修会等を開催し、スキル向上を図ります。

変更（統合）
NO.163「要保護児童
対策事業」に統合

地域子育て

2-1 21 子ども総合相談

子ども総合相談セ
ンター事務所

教育・福祉両部門の子どもに関する相談支援機能を集約し、「松
山市子ども総合相談」を設置しています。子どもに関するさまざ
まな問題や悩みを１箇所で総合的に相談することができます。今
後も相談体制の充実や職員のスキル向上を図ります。

変更（統合）

子どもに関する総合相談窓口の「松山市子ども総合相談」で、子
育て、虐待、不登校、いじめ、問題行動などの子どもに関するさ
まざまな問題や悩みを１箇所で総合的に相談することができま
す。今後も相談体制の充実や職員のスキル向上を図り、迅速かつ
的確な対応に努めます。

担当課（教育支援セ
ンター事務所）の削
除

地域子育て
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2-1 22
子育て支援サービス
利用料の助成

子育て支援課

ファミリー・サポート・センターやシルバー人材センターが実施
する保育や送迎などの子育て支援サービス利用料を助成します。
また、ひとり親家庭（児童扶養手当受給者）を対象に助成額を増
額します。

継続

ファミリー・サポート・センターやシルバー人材センターが実施
する保育園や児童クラブの送迎、預かりなどの子育て支援サービ
ス利用料を助成します。また、ひとり親家庭（児童扶養手当受給
者）を対象に助成額を増額します。

地域子育て

2-1 23 子育て情報の周知 子育て支援課
子育て情報を冊子、ウェブサイト、メール等さまざまな方法で周
知します。民間事業者とも連携・協力して行政だけでは届けにく
い場所にも情報を届けるよう努めます。

継続
子育て情報を冊子、ウェブサイト、転入者向けパンフレット等さ
まざまな方法で周知します。わかりやすい情報の周知に努めま
す。

地域子育て

2-1 24 家庭・子育て相談 子育て支援課
家庭での児童の健全育成の指導（家庭児童相談及び父子相談）、
婦人の保護更生指導（婦人相談）、母子家庭・寡婦の身上相談や
自立に必要な指導・助言（母子相談）を行います。

変更（統合）
家庭での児童の健全育成の指導（家庭児童相談及び父子相談）、
婦人の保護更生指導（婦人相談）、母子家庭・寡婦の身上相談や
自立に必要な指導・助言（母子相談）を行います。

事業名の変更（事業
内容等は変更なし）

地域子育て

2-1 25 子育てサロンの運営 地域学習振興課
子育て中の親子が公民館や分館に集い、気軽に会話や情報交換を
することで、精神的な安定感をもたらし、問題解決への糸口とな
る機会を提供する子育てサロンを運営します。

継続
子育て中の親子が公民館や分館に集い、気軽に会話や情報交換を
することで、精神的な安定感をもたらし、問題解決への糸口とな
る機会を提供する子育てサロンを運営します。

地域子育て

2-1 26
地域におけるまちづ
くり推進事業

市民参画まちづく
り課

新規

地域全体で安心して子どもたちが成長し、子育てできるよう、町
内会、公民館、地区社会福祉協議会などの地域団体や、企業、Ｎ
ＰＯなどの多様な主体がネットワークでつながるまちづくり協議
会への支援をします。
住民主体のまちづくりに取り組むまちづくり協議会への支援を通
じて、子どもたちの成長を育むとともに子育て環境の充実などに
努めます。

地域子育て

2-1 27
子育て応援券交付事
業

子育て支援課 新規

愛媛県、市町及び県内紙おむつ生産企業との官民協働により、第
２子以降の出生時に紙おむつ購入に係る経済的支援を行うため、
愛媛県の補助事業として県内市町が子育て応援券（1,000券×50枚
綴り）を交付します。
子育て世帯の経済的な負担の軽減を図ることで、子育てしやすい
環境を整えるとともに、出生率の向上に繋げます。

地域子育て

2-1 28 商店街保育事業 保育・幼稚園課 新規

商店街の空き店舗を活用した保育室にて、小規模保育を実施する
ことで、利用ニーズの高い3歳未満児の保育定員を確保し、日曜・
祝日に一時的に児童を預かる託児事業や、毎週指定日に子育て相
談事業を併せて行います。
今後も本事業を継続することで、待機児童の解消に繋げていくと
ともに、商店街を利用する子ども連れ世帯の利便性の向上に努め
ます。

教育・保育
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2-2 29 休日保育事業 保育・幼稚園課
就労形態の多様化に伴う保育需要に対応するため、日曜日・祝日
の保育を行います。地域のニーズを検証しながら、実施施設の拡
大を検討します。

継続
就労形態の多様化に伴う保育需要に対応するため、日曜日・祝日
に保育を行います。地域のニーズを踏まえ、必要に応じて実施施
設の拡大を検討します。

教育・保育

2-2 30 夜間保育事業 保育・幼稚園課
夜間でも保育を必要とする子どもに対し、保育を行います。地域
のニーズを検証しながら、実施事業者の拡大を検討します。

継続
就労形態の多様化に伴う保育需要に対応するため、夜間の保育を
行います。地域のニーズを踏まえ、必要に応じて実施施設の拡大
を検討します。

教育・保育

2-2 － 乳児保育事業 保育・幼稚園課
乳児を保育施設にて保育します。景気の低迷等による共働き世帯
の増加に伴い、乳児の保育ニーズは高まっていることから、今後
も事業の拡大と質の向上に努めます。

完了・廃止

新制度では、地域型
保育事業が創設さ
れ、乳児保育も通常
保育と捉えられるた
め削除。

教育・保育

2-2 31
保育教諭及び保育士
の研修事業

保育・幼稚園課
各種研修会への職員派遣及び研修会の開催により、保育教諭及び
保育士の知識及び技能の向上を図ります。

継続

幼保連携型認定こども園や保育所等で就労する保育教諭や、保育
士などの資質向上を図るため、研修会を開催します。今後も、質
の高い保育を確保できるように、様々な内容の研修を実施してい
きます。

教育・保育

2-2 32
一時預かり事業
【再掲】

保育・幼稚園課 推進施策【２－１】 継続
推進施策【２－１】
通番 9参照

教育・保育

2-2 33
公立保育所の民間委
託

保育・幼稚園課
民間活力の活用によって、より一層の利用者ニーズにこたえると
ともに、中長期にわたり安定した新たな保育の供給システムの構
築を図ります。

継続
民間の活力によって、多様な利用者ニーズに応えるとともに、今
後も引き続き、充実した保育を提供します。

教育・保育

2-2 34
地域保育所（認可外
保育施設）施設運営
補助事業

保育・幼稚園課
地域保育所（認可外保育施設）への補助事業により、保育の提供
支援と、入所児童の健康・福祉の向上に努め、継続的に支援を行
います。

変更（統合）

保育所等の補完的な役割を担う地域保育所（認可外保育施設）へ
補助を行い、保育の質の維持向上や、入所児童の健康・福祉の向
上に努めるとともに、一定の基準を満たした施設を「認証保育
所」として、補助に加算を設け、更なる保育水準の向上に努めま
す。

【2-2】「認証保育所制度
の運用」と統合

教育・保育

2-2 －
認証保育所制度の運
用

保育・幼稚園課

地域保育所（認可外保育施設）のうち、一定の基準を満たした施
設を「認証保育所」として松山市が認証し、運営費等の補助や、
保護者への保育料補助を行うなど、乳幼児がより良好な環境で保
育を受けることができるよう、保育水準の向上に努めます。

変更（統合）

№34「地域保育所
（認可外保育施設）
施設運営補助事業」
に統合

教育・保育

2-2 35
事業所内保育施設の
設置推進

保育・幼稚園課
現在、事業所内保育施設を設置・運営する事業所に対し、設置費
及び運営費の補助を行っています。今後についても、継続的に支
援を行います。

継続
愛媛労働局の助成を受けて、事業所内保育施設を設置・運営する
事業所に対し、運営費の補助を行っています。今後についても、
継続的に支援を行います。

教育・保育

2-2 36 保育園庭芝生化事業 保育・幼稚園課

保護者・子ども・地域で協働する中で、公立保育所園庭に芝生を
植え育て、地域でのよりよい子育て環境を形成するとともに、子
どもの豊かな感性の醸成とコミュニケーション能力の向上を図り
ます。なお、平成２６年度までに、公立保育所８園の芝生化を
行っています。

継続
保護者・子ども・地域で協働する中で、公立保育所園庭に芝生を継続し
て植え育て、地域でのよりよい子育て環境を形成するとともに、子どもの
豊かな感性の醸成とコミュニケーション能力の向上を図ります。

教育・保育
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2-2 37
幼稚園長時間預かり
保育支援事業

保育・幼稚園課 新規

認定こども園への移行を目指し、幼稚園の長期休業日を含め、1日9時
間以上開所して、預かり保育を行う私立幼稚園に対し、運営に要する費
用の一部等を補助します。
今後も本事業を継続することで、幼稚園での預かり保育の充実と認定こ
ども園への移行を推進して、待機児童解消に努めます。

教育・保育

2-2 38
保育士確保等支援事
業

保育・幼稚園課 新規

保育士養成校で資格を取得する際の費用を補助するとともに、新任保
育士への職場定着研修や保育士養成校の学生等への出前講座を行う
ほか、清掃など保育の周辺業務を行う職員を雇用する保育所等に対し
て補助を行い保育士確保に努めます。
今後も本事業を継続することで、保育士を確保し、質を確保した保育を
実施します。

教育・保育

2-2 39
待機児童対策・保育
の質の向上事業

保育・幼稚園課 新規

待機児童に占める割合が高い1,2歳児について、基準を満たした上で、
定員を超えて受け入れる場合や、育児休業に係る入所予約制を導入し
た場合に施設への支援を行うほか、配置基準以上の保育士などを配置
している施設へも支援を行います。
今後も引き続き、本事業を継続することで、待機児童の解消だけでなく、
保育の質向上に努めます。

教育・保育

2-2 40
産休等代替職員費補
助事業

保育・幼稚園課 新規

認定こども園、保育所の職員が出産または傷病のため、長期間にわた
る休暇を必要とする場合、代替職員を臨時的に任用した際の費用を補
助します。
今後も本事業を継続することで、代替職員の確保につなげ、保育の質を
確保します。

教育・保育

2-2 41 公立保育所整備事業 保育・幼稚園課 新規

老朽化が進む公立保育所及び認定こども園を改修し、子どもの安心・安
全な保育環境の維持及び改善を図ります。
公立保育所及び認定こども園の現状に即した改修内容や優先度を検討
し、改修計画を作成して、計画的に改修を行います。

教育・保育

2-3 42
児童遊園地・
公園整備事業

子育て支援課
公園緑地課

地域の安全な遊び場を確保するため、児童遊園地及び公園を設置
しています。定期的に遊具等の安全点検を実施します。

継続
地域の安全な遊び場を確保するため、児童遊園地及び公園を設置
しています。定期的に遊具等の安全点検を実施します。

地域子育て

2-3 43
児童館等管理
運営事業

子育て支援課
児童館及び児童センターを市内７箇所に設置しています。各施設
で引き続き各種事業を実施し、地域の児童の健全育成を図りま
す。

継続
児童館及び児童センターを市内８箇所に設置しています。各施設
で引き続き各種事業を実施し、地域の児童の健全育成を図りま
す。

地域子育て

2-3 44 育児相談事業
保育・幼稚園課
子ども総合相談セ
ンター事務所

認定こども園、公私立の幼稚園及び保育所や地域子育て支援セン
ターでは、専門性を有する職員等の相談事業を実施するととも
に、地域の関係機関との連携や協力体制を強化し、保護者に適切
な情報を提供します。「子ども総合相談センター事務所」では、
子育て親子の交流の場の提供、相談、講習の実施、関連情報の提
供等を行っていきます。

継続

認定こども園・幼稚園・保育所の教育・保育施設や、地域子育て
支援センターでは、専門性を有する職員等の相談事業を実施し、
子育ての不安感などを緩和して、子どもの健やかな育ちを引き続
き支援します。

地域子育て
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2-3 45 親子ふれあい事業
教育支援センター
事務所

親子でさまざまな体験・学習活動等を行うイベントを開催しま
す。親子のふれあい・参加者の交流を深めながら、家庭教育や生
涯学習について考える機会を持ち、異年齢交流やボランティアの
意識の向上を図ります。

継続

親子でさまざまな体験・学習活動等を行うイベントを開催しま
す。親子のふれあい・参加者の交流を深めながら、家庭教育や生
涯学習について考える機会を持ち、異年齢交流やボランティアの
意識の向上を図ります。

地域子育て

2-3 46
公民館元気活力
支援事業

地域学習振興課

青少年を対象とした学習機会の提供や子どもを持つ親を対象とし
た学びの場を提供するとともに、公民館活動の紹介や地域情報を
発信することにより、地域に密着した円滑な公民館運営を行い、
元気で活力に満ちた人づくり・地域づくりを推進します。

継続

青少年を対象とした学習機会の提供や子どもを持つ親を対象とし
た学びの場を提供するとともに、公民館活動の紹介や地域情報を
発信することにより、地域に密着した円滑な公民館運営を行い、
元気で活力に満ちた人づくり・地域づくりを推進します。

地域子育て

2-3 47
野外活動センター
運営事業

スポーティングシ
ティ推進課

青少年の健全育成を図るため、野外活動センターの自然や施設を
生かし、季節に応じた様々な野外活動を体験する機会を提供しま
す。

変更（統合）
青少年の健全育成を図るため、野外活動センターの自然や施設を
生かし、指定管理者である(公財）松山市文化・スポーツ振興財団
が季節に応じた様々な野外活動を体験する機会を提供します。

担当課名の変更 地域子育て

2-3 48
放課後子ども教室
運営事業

地域学習振興課

放課後や週末等に小学校の余裕教室等を活用した、子どもの安
全・安心な活動拠点を設け、地域の方々の参画を得て、子どもと
ともに勉強やスポーツ・文化活動、地域住民との交流活動等を実
施します。また、国の「放課後子ども総合プラン」に沿って、放
課後子ども教室と放課後児童クラブの関係者が情報共有を図るな
ど連携して放課後子ども対策に取り組み、平成３１年度末まで
に、全小学校区の半数程度で一体型の放課後子ども教室の整備を
目指します。

継続

放課後や週末等に小学校の余裕教室等を活用した、子どもの安
全・安心な活動拠点を設け、地域の方々の参画を得て、子どもと
ともに勉強やスポーツ・文化活動、地域住民との交流活動等を実
施します。また、国の「放課後子ども総合プラン」に沿って、放
課後子ども教室と放課後児童クラブの関係者が情報共有を図るな
ど連携して放課後子ども対策に取り組みます。

地域子育て

2-3 49
子ども育成事務事業
（子ども育成条例関
係）

教育支援センター
事務所

子どもを育成するための施策を総合的に推進するため、まつやま
子ども育成会議を運営します。また、子どもたちが自らの意見や
考えを出し合い、市に対して提案等を行う「まつやま子ども会
議」のあり方について検討します。さらに、子ども育成条例やま
つやま子どもの日の趣旨等の普及を図るため、まつやま子どもの
日及びまつやま子ども週間には、各種事業を実施します。

継続

子どもを育成するための施策を総合的に推進するため、まつやま
子ども育成会議を運営します。また、子ども育成条例やまつやま
子どもの日の趣旨等の普及を図るため、まつやま子どもの日及び
まつやま子ども週間には、各種事業を実施します。

地域子育て

2-3 50
青少年センター管理
運営事業

教育支援センター
事務所

施設を利用する個人及び団体が、年間を通じて利用できる環境整
備、受付等の管理運営業務を実施しています。青少年の交友と研
さんの「場」と「機会」を提供し、社会性豊かな青少年の健全育
成を図ります。

変更（統合）

施設を利用する個人及び団体が、年間を通じて利用できる環境整
備、受付等の管理運営業務を実施しています。青少年の交友と研
さんの「場」と「機会」を提供し、社会性豊かな青少年の健全育
成を図ります。

事業名の変更 地域子育て

2-3 51
不登校対策総合推進
事業

教育支援センター
事務所

教育総合相談、訪問交流型不登校対策、パソコンを使った学校復
帰支援、適応指導教室の運営などにより、不登校児童生徒への学
校復帰や社会的自立に向けたさまざまな支援を行います。

継続
訪問交流型不登校対策、パソコンを使った学校復帰支援、適応指
導教室の運営などにより、不登校児童生徒への学校復帰や社会的
自立に向けたさまざまな支援を行います。

地域子育て

2-3 52 問題行動等対策事業
教育支援センター
事務所

児童生徒の問題行動等について、教師や関係機関との連携を図りなが
ら、児童生徒やその保護者とのかかわり、生徒指導面等への支援や自
立支援教室の運営を行います。

継続
児童生徒の問題行動等について、教師や関係機関との連携を図りなが
ら、児童生徒やその保護者とのかかわり、生徒指導面等への支援や自
立支援教室の運営を行います。

地域子育て

2-3 53 おはなし会事業 中央図書館事務所

乳幼児・児童を対象としたおはなし会を、市立図書館各館で実施
するとともに、市立幼稚園を会場に出前おはなし会を開催するほ
か、保健所では初妊婦を対象にした絵本講座を開催します。ま
た、おはなしボランティア養成講座などを開催し、ボランティア
の育成や普及に努めます。

継続

乳幼児・児童を対象としたおはなし会を市立図書館各館で実施す
るとともに、市立幼稚園や、移動図書館の機動性を活用した出前
講座でも開催するなど、さまざまな機会をとらえて、読み聞かせ
による子育て支援の充実に努めます。また、おはなしボランティ
ア養成講座などを定期的に開催し、ボランティアの育成や普及に
努めます。

地域子育て
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2-3 54
幼年少年消防クラブ
育成事務

消防局地域消防推
進課

幼年消防クラブ加入園及び少年消防クラブ加入校を対象に、「１
日消防学校」や「みんなの消防フェスタ」への参加等を通じて防
火防災についての学習を実施します。今後も児童の防火・防災意
識の啓発に努めます。

変更（統合）

幼年消防クラブ加入園及び少年消防クラブ加入校を対象に、「１
日消防学校」や「みんなの消防フェスタ」への参加等を通じて防
火防災についての学習を実施します。今後も児童の防火・防災意
識の啓発に努めます。

担当課名の変更 地域子育て

2-3 55
児童クラブ運営事業
（放課後児童健全育
成事業）【再掲】

子育て支援課 推進施策【２－１】 継続
推進施策【２－１】
通番13参照

地域子育て

2-4 56
いきがい交流セン
ターしみず管理運営
事業

高齢福祉課

小学校の余裕教室を活用し、高齢者の生きがいづくりの場として
「地域交流事業」などを実施し、高齢者と児童の交流を行ってい
ます。また、「ふれあい教室」などを開催し、地域福祉の拠点と
して福祉・学習コミュニティの形成と融合を図ります。

継続

小学校の余裕教室を活用し、高齢者の生きがいづくりの場として
「地域交流事業」などを実施し、高齢者と児童の交流を行ってい
ます。また、「ふれあい教室」などを開催し、地域福祉の拠点と
して福祉・学習コミュニティの形成と融合を図ります。

地域子育て

2-4 57
親子ふれあいコミュ
ニティ広場事業

保育・幼稚園課

市立幼稚園の園庭を開放し、親子で楽しく過ごす時間と場所を提
供します。親・子・教師がともにいろいろな遊びを楽しんだり、
子育て相談をしたりする中で、子どもの成長を感じ、育児の意欲
を喚起するとともに、育児不安の解消、保護者同士のつながりを
広げる機会としていきます。また、私立幼稚園の同種事業の周知
にも努めます。

継続

教育時間終了後や長期休業中に市立幼稚園の園庭を開放し、在園児
親子や地域の未就園児親子が楽しく過ごす時間と場所を提供し、芝生
園庭の有効活用に努めます。保護者・子ども・教師が、ともにいろいろな
遊びを楽しんだり、子育て相談をしたりする中で、子どもの成長を感じ、
育児への意欲を喚起するとともに、育児不安の解消、保護者同士のつ
ながりを広げる機会としていきます。また、私立幼稚園の同種事業の周
知にも努めます。

地域子育て

2-4 －
商店街空洞化対策事
業

地域経済課

商店街振興組合等と連携して、商店街の空き店舗を活用した住民
の福祉又は利便向上につながる教育文化事業や社会福祉事業を通
じて、高齢者・若者・子育て世帯等のコミュニティ形成を図る事
業を推進します。

完了・廃止

補助事業が、平成29
年度で完了。
№28「商店街保育事
業」へ移行。

地域子育て

2-4 58 地域活動クラブ事業 子育て支援課
みらいクラブ（レクリエーションやボランティア活動を通じて地
域の子育て応援団として活動している団体）を支援することによ
り、地域に根ざした子育て支援活動を推進します。

継続
みらいクラブ（レクリエーションやボランティア活動を通じて地
域の子育て応援団として活動している団体）を支援することによ
り、地域に根ざした子育て支援活動を推進します。

地域子育て

3-1 59 １歳６か月児健診 健康づくり推進課
１歳６か月～２歳未満の幼児を対象に集団健診及び内科診療を行
い、幼児の健康の保持推進を図ります。今後も、個人通知や広報
掲載等により受診勧奨を行い受診率の向上に努めます。

継続
１歳６か月～２歳未満の幼児を対象に集団健診及び内科診療を行
い、幼児の健康の保持推進を図ります。今後も、個人通知や広報
掲載等により受診勧奨を行い受診率の向上に努めます。

地域子育て

3-1 60 ３歳児健診 健康づくり推進課

３歳～４歳未満の幼児を対象に問診、身体計測、診察、歯科健
診、育児相談等を行い、幼児の健康の保持推進を図ります。今後
も、個人通知や広報掲載等により受診勧奨を行い受診率の向上に
努めます。

継続

３歳～４歳未満の幼児を対象に問診、身体計測、診察、歯科健
診、育児相談等を行い、幼児の健康の保持推進を図ります。今後
も、個人通知や広報掲載等により受診勧奨を行い受診率の向上に
努めます。

地域子育て

3-1 61
パパ・ママのための
教室

健康づくり推進課

妊娠２０週～３５週の初妊婦と夫を対象に、お風呂の入れ方の実
習や講演を行い、妊婦、出産及び育児についての正しい知識の普
及に努めます。夜間、休日に実施し、夫が参加しやすい環境づく
りに努めます。

変更（統合）

妊娠６～９か月の初妊婦とその夫、妊娠・出産に不安がある妊婦
とその夫、及び支援を受けることが適当と判断される妊婦とその
夫を対象に、沐浴等の実習を行い実技を習得するとともに、講話
を通して親としての心構え等の準備ができるよう支援します。
妊娠届出時に保健師が全妊婦と面談し、周知します。
夜間や休日に実施し、夫が参加しやすい環境づくりに努めます。

事業名の変更
（※対象者の変更あ
り）

地域子育て
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3-1 62 マタニティ相談会 健康づくり推進課

妊娠１６週～３５週の初妊婦を対象に歯科講演、絵本・母乳育児
に関する講話、赤ちゃん人形を使用した実習を実施します。ま
た、座談会を設けて、妊婦同士の交流の場となるように取り組ん
でいきます。

変更（統合）

妊娠５～９か月の初妊婦及び、妊娠・出産に不安がある妊婦や支
援を受けることが適当と判断される妊婦を対象に、講話や実技を
通して、産前・産後の準備や育児技術の取得と同時に、専門職の
相談を行います。
専門職の相談と、妊婦間の意見交換も行い、妊婦の孤立感の解消
に努めます。

事業名の変更
（※対象者と内容を
変更）

地域子育て

3-1 － 赤ちゃん相談 健康づくり推進課

乳児の健康状態を観察し、保護者の育児不安の解消に努め、乳児
の健やかな発育・発達を促すため、相談・指導を行います。保護
者のライフスタイルの変化に伴う相談の多様化や、参加者数の増
加等、状況に合わせた改善を行います。

完了・廃止
№71「モグモグ相
談」と№72「すくす
く相談」で実施。

地域子育て

3-1 63
妊婦一般健康診査事
業【再掲】

健康づくり推進課 推進施策【２－１】 継続
推進施策【２－１】
通番16参照

地域子育て

3-1 64 乳児一般健康診査 健康づくり推進課
３～４か月の乳児及び９～１０か月の乳児を対象に、出生届の受
付時に乳児一般健康診査受診票を交付し、医療機関にて個別健康
診査を行います。今後も継続して受診勧奨を行います。

継続
３～４か月の乳児及び９～１０か月の乳児を対象に、出生届の受
付時に乳児一般健康診査受診票を交付し、医療機関にて個別健康
診査を行います。今後も継続して受診勧奨を行います。

地域子育て

3-1 65

乳児家庭全戸訪問事
業（こんにちは赤
ちゃん事業）【再
掲】

健康づくり推進課 推進施策【２－１】 継続
推進施策【２－１】
通番17参照

地域子育て

3-1 66 予防接種 保健予防課
予防接種法で定められた各予防接種の啓発や実施を行うことによ
り、疾病の発生・まん延を予防し、子どもたちの健康の保持・増
進を図ります。

継続
予防接種法で定められた各予防接種の啓発や実施を行うことによ
り、疾病の発生・まん延を予防し、子どもたちの健康の保持・増
進を図ります。

地域子育て

3-1 67
乳幼児を持つ親のた
めの救急講習

消防局警防課
乳幼児を持つ保護者を対象に、心肺蘇生法、応急手当、ＡＥＤの
取扱い、救急車の適正利用等を内容とする講習を行います。今後
も乳幼児の救命手当等の普及啓発に努めます。

継続
乳幼児を持つ保護者を対象に、心肺蘇生法、応急手当、ＡＥＤの
取扱い、救急車の適正利用等を内容とする講習を行います。今後
も乳幼児の救命手当等の普及啓発に努めます。

地域子育て

3-1 68 パパ・ママ救命講習
消防局警防課
健康づくり推進課

妊産婦の夫婦対象に、保健師による新生児・乳児の身体的特徴に
ついての講義と救急隊員等による心肺蘇生法、ＡＥＤの取扱い、
気道異物除去等を内容とする講習を行います。

継続
妊産婦の夫婦対象に、保健師による新生児・乳児の身体的特徴に
ついての講義と救急隊員等による心肺蘇生法、ＡＥＤの取扱い、
気道異物除去等を内容とする講習を行います。

地域子育て

3-1 69 不妊治療費助成事業 健康づくり推進課
特定不妊治療等を受けている夫婦の経済的な負担の軽減を図るた
め、指定医療機関での治療に要した費用の全部又は一部を助成し
ます。

継続
特定不妊治療等を受けている夫婦の経済的な負担の軽減を図るた
め、指定医療機関での治療に要した費用の全部又は一部を助成し
ます。

地域子育て
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3-1 70 5歳児相談 健康づくり推進課 新規

発達上の課題や社会性の問題を持つ幼児（年中児）とその保護者
に対して、個別相談を実施することにより、保護者の育児不安の
軽減を図ります。また、相談や助言の内容が園での生活に活かせ
るよう、情報の共有に努め、児の健やかな成長発達を促します。
家庭や園で、児の特性に応じた関わりができ、発達がより促され
安心して就学が迎えられるよう保育・教育などの関係部署と連携
を図り、子どもの発達支援と保護者の育児不安の解消に努めま
す。

地域子育て

3-1 71 モグモグ相談 健康づくり推進課 新規

乳幼児の成長に応じた離乳食や幼児食について、栄養士が相談支
援を行うことにより、保護者の育児不安を軽減し、乳幼児の健や
かな発育を促すよう支援します。
０歳から概ね６歳の乳幼児を対象に、すくすく・サポート等で実
施します。予約制で、十分な相談時間を確保し、育児不安の解消
に努めます。

地域子育て

3-1 72 すくすく相談 健康づくり推進課 新規

乳幼児の健康状態を観察し、保健師による相談指導を行うことに
より、保護者の育児不安の軽減に努め、乳幼児の健やかな発育・
発達を促すよう支援します。
０歳から概ね６歳の乳幼児を対象に、すくすく・サポート5か所
で、開所日は毎日実施し、相談しやすい体制作りに努めます。

地域子育て

3-2 73
在園児・保護者に対
する食育事業

保育・幼稚園課

認定こども園、幼稚園、保育所で「食育計画」を作成し、給食会
議の実施、野菜や果物の栽培・収穫体験、親子クッキング、食育
に関する保育参観、アレルギー食等に関する個別相談を実施しま
す。また、調理体験、地域の高齢者等との交流等を行うととも
に、「松山市食育推進計画」に基づき関係機関と連携を図りなが
ら食育の推進を行います。

継続

認定こども園、幼稚園、保育所で「食育計画」を作成し、給食会
議の実施、野菜や果物の栽培・収穫体験、親子クッキング、食育
に関する保育参観、アレルギー食等に関する個別相談を実施しま
す。また、調理体験、地域の高齢者等との交流等を行うととも
に、「松山市食育推進計画」に基づき関係機関と連携を図りなが
ら食育の推進を行います。

教育・保育

3-2 74
地域の子育て家庭に
対する食育事業

保育・幼稚園課

「松山市食育推進計画」に基づき、地域子育て支援センター・地
域等の関係機関が連携し、保育所以外の子育て家庭等を対象に、
食に関する講習会、離乳食等食に関する情報発信、個別の栄養相
談を実施します。

継続

「松山市食育推進計画」に基づき、地域子育て支援センターや地
域等の関係機関が連携し、子育て家庭等を対象に、食に関する講
習会、離乳食等食に関する情報発信、個別の栄養相談を実施しま
す。

地域子育て

3-2 75 市民食育講座 健康づくり推進課

各地域で、幅広い世代を対象に、栄養士や食生活改善推進員によ
る講習と調理実習を行います。正しい食事のあり方、知識の普
及、郷土料理の伝承等栄養の情報を発信し、健康づくりを支援し
ます。

継続

各地域で、幅広い世代を対象に、栄養士や食生活改善推進員によ
る講習と調理実習を行います。正しい食事のあり方、知識の普
及、郷土料理の伝承等栄養の情報を発信し、健康づくりを支援し
ます。

地域子育て

3-2 76 栄養相談 健康づくり推進課

管理栄養士等が食べ物・栄養に関する相談や食事指導等を行いま
す。離乳等の食事に関する個別指導も行っています。乳幼児期か
ら思春期を通じて発達段階に応じた具体的な指導を行い、栄養・
食生活等の情報提供なども実施していきます。

変更（統合）

管理栄養士等が食べ物・栄養に関する相談や食事指導等を行いま
す。離乳等の食事に関する個別指導も行っています。乳幼児期か
ら思春期を通じて発達段階に応じた具体的な指導を行い、栄養・
食生活等の情報提供なども実施していきます。

事業名の変更 地域子育て

3-2 77
子どもの食物アレル
ギー講座

健康づくり推進課
子どもの食物アレルギーについて、正しい情報や知識を提供し、
不安や悩みが軽減できるよう支援をします。

継続
子どもの食物アレルギーについて、正しい情報や知識を提供し、
不安や悩みが軽減できるよう支援をします。

地域子育て
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3-2 78 離乳食講座 健康づくり推進課
赤ちゃんの初めての食事である離乳食を、実際に見たり食べたりするこ
とで、子どもの成長に伴った進め方を知ることができる講座を実施しま
す。

変更（統合）
赤ちゃんの初めての食事である離乳食について、講話・試食・座談会等
を通じ、子どもの成長に伴った進め方を知ることができる講座を実施し
ます。

事業名の変更 地域子育て

3-2 79
学校給食での食育推
進事業

保健体育課

「よりよい学校給食推進実施計画」に基づき、食育の推進に努めます。
また、栄養教諭等を中心として、学校現場での食育推進体制の充実を
図るとともに、家庭での食育を推進するため、関係団体と連携して親子
体験型食育イベントを引き続き実施します。

継続
「よりよい学校給食推進実施計画」に基づき、食育の推進に努め
ます。また、栄養教諭等を中心として、学校現場での食育推進体
制の充実を図ります。

地域子育て

3-2 80
モグモグ相談【再
掲】

健康づくり推進課 推進施策【３－１】 新規
推進施策【３－１】
通番71参照

地域子育て

3-3 81 思春期健康教育
健康づくり推進課
保健予防課
医事薬事課

思春期の児童・生徒の身体・心の変化や性感染症等について伝えると
ともに、妊婦体験や子育て体験を行う機会の提供及びタバコやアルコー
ル、薬物に関する情報の提供や、これらに関する相談事業を実施しま
す。また、思春期にかかわる教職員や保護者に対して講演会等を開催
します。

継続

思春期の児童・生徒の身体・心の変化や性感染症等について伝えると
ともに、妊婦体験や子育て体験を行う機会の提供及びタバコやアルコー
ル、薬物に関する情報の提供やこれらに関する相談事業を実施しま
す。また、思春期にかかわる児童、教職員や保護者に対して講演会等
を開催します。

地域子育て

3-4 82
小児の一次救急医療
の確保

医事薬事課

松山医療圏内の開業医・勤務医の協力を得て、２１時から翌朝８時まで
の間、松山市急患医療センターに小児科医を配置し、夜間の小児救急
医療を確保するとともに、休日については松山市医師会が運営する休
日診療所に対して支援を行うことで休日の救急医療を確保しています。

継続

松山圏域の開業医・勤務医の協力を得て、２１時から翌朝８時ま
での間、松山市急患医療センターに小児科医を配置し、夜間の小
児救急医療を確保するとともに、休日については松山市医師会が
運営する休日診療所に対して支援を行うことで休日の救急医療を
確保しています。

地域子育て

3-4 83
小児救急医療体制の
整備

医事薬事課

松山医療圏内３市３町（松山市、伊予市、東温市、松前町、砥部
町、久万高原町）が運営に関して応分の負担を行い、小児の急病
患者へ応急処置を行う一次救急医療（松山市急患医療センター・
松山市医師会休日診療所等）と、入院・手術等が必要な重症患者
に対応する小児二次救急医療を整備し、症状に応じた救急医療を
確保を行っています。なお、直接生命にかかわる重篤な救急患者
を収容・加療する三次救急医療には、県立中央病院救命救急セン
ターが対応します。

継続

松山圏域３市３町（松山市、伊予市、東温市、松前町、砥部町、
久万高原町）が運営に関して応分の負担を行い、小児の急病患者
へ応急処置を行う一次救急医療（松山市急患医療センター・松山
市医師会休日診療所等）と、入院・手術等が必要な重症患者に対
応する小児二次救急医療を整備し、症状に応じた救急医療を確保
を行っています。なお、直接生命にかかわる重篤な救急患者を収
容・加療する三次救急医療には、県立中央病院救命救急センター
が対応します。

地域子育て

3-4 84
小児救急医療の適正
受診に向けた啓発事
業

医事薬事課

幼稚園や保育所等で、乳幼児を持つ保護者を対象とする「小児救
急医療啓発出前講座」を実施し、小児救急医療体制の現状や、救
急医療機関の上手な利用方法、自宅で行うことができる応急的な
措置について説明等を行い、「救急医療機関の適正な利用の仕
方」について啓発を行い意識の向上を図ります。

継続

幼稚園や保育所等で、乳幼児を持つ保護者を対象とする「小児救
急医療啓発出前講座」を実施し、小児救急医療体制の現状や、救
急医療機関の上手な利用方法、自宅で行うことができる応急的な
処置について説明等を行い、「救急医療機関の適正な利用の仕
方」について啓発を行い意識の向上を図ります。

地域子育て

3-4 85 消防救急体制の充実 消防局警防課
すべての消防署・支署・出張所の救急車、救急車搭載型消防救急
艇等の適正な運用により消防救急体制の充実を図ります。

継続
すべての消防署・支署・出張所の救急車、救急車搭載型消防救急
艇等の適正な運用により消防救急体制の充実を図ります。

地域子育て
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4-1 86 男女共同参画の推進
市民参画まちづく
り課

企業、ＮＰＯ、地域など、あらゆる主体が協働しながら、男女が
家事や育児・介護に共に取り組み、家族みんなが尊重しあって家
庭が築けるよう、公開講座による普及啓発を行うとともに、男性
の家事・育児参加を促すイベントを行います。

変更（統合）

男女共同参画の視点から、家事や育児・介護・働き方、防災など
幅広い分野にわたるテーマを設定した講座やイベントを開催する
ことで、互いに認め合い尊重しあって自分らしく生活できるよう
な環境づくりについて、普及啓発に努めます。

【4-1】「男女共同参
画に関するパンフ
レット配布」と【4-
3】「男性セミナー」
を統合し、事業名を
変更

地域子育て

4-1 －
男女共同参画に関す
るパンフレット配布

市民参画まちづく
り課

市民や子どもを対象とした、男女共同参画を普及・促進するため
の啓発資料を作成し、男女の家事参加や仕事と家庭のバランスな
どについて啓発に努めます。

変更（統合）
No.86「男女共同参画
の推進」に統合

地域子育て

4-1 87
親子ふれあい事業
【再掲】

教育支援センター
事務所

推進施策【２－３】 継続
推進施策【２－３】
通番45参照

地域子育て

4-1 88
親子ふれあいコミュ
ニティ広場事業【再
掲】

保育・幼稚園課 推進施策【２－４】 継続
推進施策【２－４】
通番57参照

地域子育て

4-1 89
パパ・ママのための
教室【再掲】

健康づくり推進課 推進施策【３－１】 継続
推進施策【３－１】
通番61参照

地域子育て

4-1 90
マタニティ相談会
【再掲】

健康づくり推進課 推進施策【３－１】 継続
推進施策【３－１】
通番62参照

地域子育て

4-2 91
学習アシスタント活
用支援事業

学校教育課
学習アシスタントを各小中学校が主体的に活用することにより、
児童生徒の基礎・基本と確かな学力の定着を図ります。

継続
学習アシスタントを各小中学校が主体的に活用することにより、
児童生徒の基礎・基本と確かな学力の定着を図ります。

地域子育て

4-2 92

笑顔あふれる学校づ
くり推進事業（「ふ
るさとまつやま」創
造プラン）

保育・幼稚園課
学校教育課

幼児・児童・生徒や地域の実態に即して、市立の各幼稚園・学校
の創意工夫を生かした教育活動の開発、教育環境の充実、学習支
援など、地域の資源や人材を有効活用しながら特色ある学校づく
りを推進し、子どもたちが自ら学び自ら考える力などの生きる力
の育成を目指します。また、小学校外国語活動の円滑な実施と、
地域人材の活用を支援します。

変更（統合）

平成２９年度から笑顔あふれる学校づくり推進事業（「ふるさと
松山」創造プラン）としました。各幼稚園・小中学校が、独自の
教育テーマを設定し、地域の教育力・教育資源を活用しながら教
育活動を展開します。また、喫緊の教育課題である「小学校への
英語科導入を控えた外国語活動及び英語教育」や今後重視してい
くべき「先人に学ぶふるさと教育」など、教育委員会が設定する
テーマに取り組みます。そして、学校はふるさと松山に根を張
り、地域と共にある学校を創造していきます。

事業名・内容の変更 地域子育て

4-2 93
通学区域の弾力的運
用

学校教育課

新入学生と兄姉を対象とした隣接校区選択制により、教育委員会
が指定した学校よりも近い隣接校を選択できる機会を設け、通学
距離、通学の安全性等、現在の校区制による問題点に対応してい
ます。また、全市域選択制の小中学校９校ではそれぞれの特色を
生かした学校づくりを展開します。

継続

新入学生と兄姉、また転入、転居者を対象とした隣接校区選択制
により、教育委員会が指定した学校よりも近い隣接校を選択でき
る機会を設け、通学距離、通学の安全性等、現在の校区制による
問題点に対応しています。また、通学に公共の交通機関を利用で
きる市内中心部の小学校３校、豊かな自然の中で少人数による体
験学習を実践している小学校２校では全市域選択制により市内全
域から通学できます。

地域子育て

4-2 94 教職員研修事業
教育研修センター
事務所

教職員の資質向上を図るために、地域の特色と学校のニーズを踏
まえた中核市研修を実施しています。今後は、教育研究所の機能
を拡充した松山市教育センター（Ｈ２８年度開設予定）を拠点と
し、愛媛大学教育学部との連携等による質の高い研修の提供など
一層多様なメニューによって教育専門職としての児童生徒を理解
する能力や豊かな思考力を高める学習指導力など教職員の資質・
指導力向上につながる研修を実施します。

変更（統合）

平成２８年４月に開所した松山市教育研修センターを拠点に、教
職員の資質向上を図るために、地域の特色や学校のニーズを踏ま
えた中核市研修を実施しています。愛媛大学教育学部等との連携
による質の高い研修の提供、学校のＯＪＴ支援、自己啓発セミ
ナー等の実施により教育専門職としての教職員の資質・指導力向
上を図り、子どもの生きる力を育成します。

担当課名の変更 地域子育て
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4-2 95
危機管理マニュアル
の作成（幼稚園・学
校）

保育・幼稚園課
学校教育課

市立の各幼稚園・学校で実態に応じて作成している危機管理マニュア
ルについて毎年見直し・改善を行い、関係職員への周知徹底を図るな
ど、幼稚園・学校への不審者侵入や非常時に対する対応力の向上を図
ります。

継続

市立の各幼稚園・学校で実態に応じて作成している危機管理マ
ニュアルについて毎年見直し・改善を行い、関係職員への周知徹
底を図るなど、幼稚園・学校への不審者侵入や非常時に対する対
応力の向上を図ります。

教育・保育

4-2 96
小規模校等学校間交
流等支援事業

学校教育課

児童生徒のコミュニケーション能力の向上を目的に、小規模校や
島しょ部等の学校の児童生徒が、他校の児童生徒等との交流を図
るための移動に必要な経費を補助します。
（小中学校１１校が実施）

継続

児童生徒のコミュニケーション能力の向上を目的に、小規模校や
島しょ部等の学校の児童生徒が、他校の児童生徒等との交流を図
るための移動に必要な経費を補助します。
（小中学校１０校が実施）

地域子育て

4-2 97
幼保小中連携推進事
業

保育・幼稚園課
学校教育課

就学前の教育・保育施設、小学校、中学校との円滑な接続に向
け、子ども同士の交流活動や職員の合同研修等を行い、教育内容
や教育環境等の充実・改善を図るとともに、子どもの発達や学び
の連続性を踏まえた教育を推進します。

継続

就学前の教育・保育施設、小学校、中学校との円滑な接続に向
け、子ども同士の交流活動や職員の合同研修等を行い、教育内容
や教育環境等の充実・改善を図るとともに、子どもの発達や学び
の連続性を踏まえた教育を推進します。

教育・保育

4-2 98 幼稚園庭芝生化事業 保育・幼稚園課

市立幼稚園では、平成２６年度までに、園庭芝生化を完了しまし
た。その後も引き続き、保護者や地域住民と協力して園庭の芝生
の維持・管理を行い、教育環境の整備に努めます。芝生園庭で、
のびのびと遊ぶことにより、幼稚園を拠点とした基本的運動習慣
の構築やコミュニケーション能力の向上を図ります。また、地域
の未就園児親子にも芝生園庭を開放し、地域のよりよい子育て環
境づくりに努めます。

継続

市立幼稚園全園での園庭の芝生を、保護者や地域住民と協力して
維持・管理し、教育環境の整備に努めていくことによって、幼稚
園を拠点とした基本的運動習慣の構築やコミュニケーション能力
の向上を図ります。

教育・保育

4-2 －
私立幼稚園の情報提
供

保育・幼稚園課

各施設の協力を得て、利用者支援事業と連携し、認定こども園や
保育所と同様に、各幼稚園の情報（子育て支援課、預かり保育事
業等を含む）を収集し、他の施設の情報と併せて、提供できるよ
うに努めます。

変更（統合）
№8「利用者支援事
業」に統合

教育・保育

4-2 99
松山市幼児教育研修
会

保育・幼稚園課
学校教育課

市内の保育教諭、幼稚園教諭、保育士、小学校教諭、各療育機関
等の職員を対象に、市立幼稚園での園内研修会やその他の研修会
及び講演会を実施し、市内幼児教育関係者の資質向上と異校種間
の研修交流の機会とし、市内幼児教育の充実を図ります。

継続

市内の保育教諭、幼稚園教諭、保育士、小学校教諭、各療育機関
等の職員を対象に、園内研修会15回や実技研修会及び講演会を実
施し、市内幼児教育関係者の資質向上と異校種間の研修交流の機
会とし、市内幼児教育の充実を図ります。

教育・保育

4-2 100
松山市幼児教育連絡
協議会

保育・幼稚園課
学校教育課

市立・私立幼稚園長、公立・私立保育園長、教員養成機関関係
者、ＰＴＡ等が松山市の幼児教育の在り方、市立幼稚園のあり方
等について話し合い、幼児教育の充実を図ります。（適宜開催）

継続

市立・私立幼稚園長、公立・私立保育園長、教員養成機関関係
者、ＰＴＡ等が松山市の幼児教育の在り方、市立幼稚園のあり方
等について話し合い、幼児教育の充実を図ります（適宜開催）。
加えて、市立幼稚園の研修内容を積極的に発信し、松山市の幼児
教育の質向上に寄与します。

教育・保育

4-2 101 特別支援教育事業 学校教育課

障がいのある幼児・児童・生徒と障がいのない幼児・児童・生徒
が一緒に教育を受けられるように、特別支援教育指導員等が市立
の幼稚園や小中学校等に伺い、発達障がい等の幼児・児童・生徒
への対応について相談・助言等を行い、障がい等の早期発見・早
期支援に努めます。特別な教育的支援を必要とする幼児・児童・
生徒に対して、教育相談等を実施し、特性把握や支援の在り方、
就学先についての助言等を行います。また、特別支援教育推進協
議会の活用や教職員研修の充実を図ります。

継続

障がいのある幼児・児童・生徒と障がいのない幼児・児童・生徒
が一緒に教育を受けられるように、特別支援教育指導員等が市立
の幼稚園や小中学校等に伺い、発達障がい等の幼児・児童・生徒
への対応について相談・助言等を行い、障がい等の早期発見・早
期支援に努めます。特別な教育的支援を必要とする幼児・児童・
生徒に対して、教育相談等を実施し、特性把握や支援の在り方、
就学先についての助言等を行います。また、特別支援教育推進協
議会の活用や教職員研修の充実を図ります。

地域子育て
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4-2 102
障がい等のある子ど
もの「学校生活支援
員」活用支援事業

学校教育課

障がい等のある子どもたちを、障がいに応じて支援することで、
一人一人のよりよい教育を保障し、障がいのある子どもと障がい
のない子どもが共に豊かな学校生活を過ごせるように、学校生活
支援員のさらなる資質の向上と適切な配置に努めます。

継続

障がい等のある子どもたちが、豊かに学校生活を過ごせるようにするた
めに、障がいや特性に応じて学習・生活支援を行う学校生活支援員を、
松山市内の小中学校に配置し、子どもたち一人一人のニーズに応じた
支援の充実に努めます。

地域子育て

4-2 103
いじめ対策総合推進
事業（いのちを守る
相談事業）

学校教育課

「いじめの問題」について、松山の子どもたちから絶対に犠牲者
をださないことを第一の目的とし、よりきめ細かい対応をするた
めに「いのちを守る相談活動」「子どもから広がるいじめ０活
動」「いじめ問題対策・サポート事業」「いのちを守り育てる集
い」の４事業を積極的に取り組み、いじめの問題の未然防止、早
期発見早期解決に努めます。

継続

「いじめの問題」について、松山の子どもたちから絶対に犠牲者
をださないことを第一の目的とし、よりきめ細かい対応をするた
めに「いのちを守る相談活動」「子どもから広がるいじめ０活
動」「いじめ問題対策・サポート事業」「いのちを守り育てる集
い」の４事業を積極的に取り組み、いじめの問題の未然防止、早
期発見早期解決に努めます。

地域子育て

4-2 104
生徒指導上の諸問題
研究委員会

学校教育課

小中学校の不登校の未然防止を目的として、市内の小中学校ブ
ロック代表の生徒指導主事や関係機関、教育委員会が連携しなが
ら未然防止のための方策を研究し、学校現場で実践することを通
じて、不登校の予防に取り組みます。

継続

小中学校のいじめ・不登校の未然防止を目的として、市内の小中
学校ブロック代表の生徒指導主事や関係機関、教育委員会が連携
しながら未然防止のための方策を研究し、学校現場で実践するこ
とを通じて、いじめ・不登校の予防に取り組みます。

地域子育て

4-2 105
危機管理マニュアル
の作成（公立保育
所）

保育・幼稚園課
危機管理マニュアルを各公立保育所で状況に応じ適時見直しを行
い、より実効的なものになるようにします。

継続
災害などの非常に、速やかに適切な対応が行えるよう、定期的に
マニュアルの見直しを行い、より実効性の高いものになるよう引
き続き努めていきます。

教育・保育

4-2 106
保育教諭及び保育士
の研修事業【再掲】

保育・幼稚園課 推進施策【２－２】 継続
推進施策【２－２】
通番31参照

教育・保育

4-2 107
保育園庭芝生化事業
【再掲】

保育・幼稚園課 推進施策【２－２】 継続
推進施策【２－２】
通番36参照

教育・保育

4-3 108
夏休み親子消費者教
室

市民相談課
子どものころから消費者問題に関心を持ってもらい、親子でのコ
ミュニケーションを図る目的で、乳製品を使った料理実習と牛乳
パックを再利用した「手すきはがき作り」等を行います。

継続
子どものころから消費者問題に関心を持ってもらい、親子でのコ
ミュニケーションを図る目的で夏休みに消費について学ぶ体験型
の教室を実施します。

地域子育て

4-3 109 ＰＴＡ活動推進事業
教育支援センター
事務所

松山市小中学校ＰＴＡ連合会や各単位ＰＴＡでは、ネット環境の
変化に伴う親の関わり方などについての講演会や家庭教育等を
テーマにした講座・学習会等を開催し、保護者等の教養や資質の
向上を図ります。
また、市では情報交換や交流事業等の様々な活動を支援し、ＰＴ
Ａ活動の活性化を推進します。

継続

松山市小中学校ＰＴＡ連合会や各単位ＰＴＡでは、ネット環境の
変化に伴う親の関わり方などについての講演会や家庭教育等を
テーマにした講座・学習会等を開催し、保護者等の教養や資質の
向上を図ります。
また、市では情報交換や交流事業等の様々な活動を支援し、ＰＴ
Ａ活動の活性化を推進します。

地域子育て

4-3 110
親子ふれあい事業
【再掲】

教育支援センター
事務所

推進施策【２－３】 継続
推進施策【２－３】
通番45参照

地域子育て

4-3 111
公民館元気活力支援
事業【再掲】

地域学習振興課 推進施策【２－３】 継続
推進施策【２－３】
通番46参照

地域子育て

4-3 112
放課後子ども教室運
営事業【再掲】

地域学習振興課 推進施策【２－３】 継続
推進施策【２－３】
通番48参照

地域子育て
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4-3 113
地域子育て支援拠点
事業【再掲】

保育・幼稚園課
子育て支援課
子ども総合相談セ
ンター事務所

推進施策【２－１】 継続
推進施策【２－１】
通番12参照

地域子育て

4-3 －
子育て支援総合コー
ディネート事業【再
掲】

子ども総合相談セ
ンター事務所

推進施策【２－１】 変更（統合）
統廃合する事業の再
掲

地域子育て

4-3 114
子ども総合相談【再
掲】

子ども総合相談セ
ンター事務所 推進施策【２－１】 継続

推進施策【２－１】
通番21参照

地域子育て

4-3 115
親子ふれあいコミュ
ニティ広場事業【再
掲】

保育・幼稚園課 推進施策【２－４】 継続
推進施策【２－４】
通番57参照

地域子育て

4-3 － 男性セミナー
市民参画まちづく
り課

男性の料理をはじめ、心身の健康など男性特有の問題について学
習する機会を設けます。家庭や地域での男性参加を促進すること
により、男性が家庭や子育てに目を向けやすい環境づくりに努め
ます。

変更（統合）
No.86「男女共同参画
の推進」へ統合

地域子育て

4-4 116
教育の情報化推進事
業

教育研修センター
事務所

ＩＣＴスキルアップ研修会を小中学校の教職員を対象に実施して
います。研修会、調査活動に基づく見直し等を継続的に行うとと
もに、メディアリテラシー（情報を評価・識別する能力）の向上
や情報モラル教育の推進を重要な課題とし、小中学校の連携を密
にすることで、発達段階に応じた指導が行えるよう啓発します。

変更（統合）

小中学校の教職員を対象にＩＣＴスキルアップ研修会を実施しています。
研修会等を継続的に実施するとともに、メディアリテラシー（情報を評
価・識別する能力）の向上や情報モラル教育・プログラミング教育を推進
します。また、発達段階に応じた指導が行えるよう、小中学校の連携を
密にした、研修等を実施します。

事業名・担当課名の変
更

地域子育て

5-1 117
地域優良賃貸住宅
（一般型）

住宅課
子育て世帯に向けた良質な賃貸住宅の整備費用及び家賃を助成す
ることにより、民間事業者主体の良質な賃貸住宅の供給促進を検
討します。

継続
子育て世帯に向けた良質な賃貸住宅の整備費用及び家賃を助成す
ることにより、民間事業者主体の良質な賃貸住宅の供給促進を検
討します。

地域子育て

5-1 118 市営団地の整備 住宅課

市営住宅での子育て世帯等の居住安定確保に向け、安全性確保を
最優先し、市営住宅耐震化推進計画に基づき、緊急度の高い団地
から事業（耐震診断、実施設計、工事）の実施を図り、災害に強
い、安心・安全な居住環境の確保を目指します。

継続

市営住宅での子育て世帯等の居住安定確保に向け、安全性確保を
最優先し、市営住宅耐震化推進計画に基づき、緊急度の高い団地
から事業（耐震診断、実施設計、工事）の実施を図り、災害に強
い、安心・安全な居住環境の確保を目指します。

地域子育て

5-1 119
市営住宅への優先入
居

住宅課 新規

中学校修了前の子どもがいる世帯や、１８歳未満の子どもが３人
以上いる世帯については、市営住宅への入居抽選の際に優先枠を
設け、優先的に入居できるよう配慮しています。
子育て世帯等の居住の安定を確保するため、子育て世帯等が優先
的に入居できるよう配慮します。

地域子育て

5-2 120 公営住宅建替事業 住宅課
建替時には、子育て世帯等多様な世帯に配慮した良質な住宅を供
給し、ユニバーサルデザインの導入や集会所・広場の設置等、居
住環境の向上を図ります。

継続
建替時には、子育て世帯等多様な世帯に配慮した良質な住宅を供
給し、ユニバーサルデザインの導入や集会所・広場の設置等、居
住環境の向上を図ります。

地域子育て

5-3 121
安全歩行空間整備事
業

道路建設課
歩道の新設により児童が安心して通学できるよう通学路の整備充
実を図るとともに、交差点改良により交通事故を未然に防ぐなど
交通安全対策を実施することで、子育て環境の充実を図ります。

継続
歩道の新設により児童が安心して通学できるよう通学路の整備充
実を図るとともに、交差点改良により交通事故を未然に防ぐなど
交通安全対策を実施することで、子育て環境の充実を図ります。

地域子育て
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5-3 122 松山駅周辺整備事業 松山駅周辺整備課

ＪＲ松山駅周辺は、ＪＲ予讃線により市街地が東西に分断され、
交通渋滞や踏切事故の発生など市民生活に多大な支障をきたして
いることから、県が事業主体となって実施する鉄道高架事業に併
せ、松山駅周辺土地区画整理事業や駅前広場の整備、また路面電
車の延伸、関連街路事業を行います。これら事業の完成により、
子ども、高齢者、障がい者など、すべての人が公共交通などの相
互乗り入れがしやすいユニバーサルデザインに配慮した交通結節
点機能を強化するとともに、安全性と利便性を備えた良好な市街
地の形成を図ります。

継続

ＪＲ松山駅周辺は、ＪＲ予讃線により市街地が東西に分断され、
交通渋滞や踏切事故の発生など市民生活に多大な支障をきたして
いることから、県が事業主体となって実施する鉄道高架事業に併
せ、松山駅周辺土地区画整理事業や駅前広場の整備、また路面電
車の延伸、関連街路事業を行います。これら事業の完成により、
子ども、高齢者、障がい者など、すべての人が公共交通などの相
互乗り入れがしやすいユニバーサルデザインに配慮した交通結節
点機能を強化するとともに、安全性と利便性を備えた良好な市街
地の形成を図ります。

地域子育て

5-4 123
庁内託児室「キッズ
ルーム」の設置

保育・幼稚園課
子ども連れでも安心して市役所の各種手続きをしていただくため
に、庁舎内託児室「キッズルーム」を設置しています。

継続
子ども連れでも安心して、市役所での各種手続きをしていただく
ために、庁舎内託児室「キッズルーム」を設置しています。引き
続き、利用しやすい環境づくりに努めます。

教育・保育

5-4 －
庁舎のバリアフリー
化

管財課
子ども連れでも使いやすい多機能トイレの設置等の庁舎整備を行
います。また、窓口業務のある庁舎へのスロープ等の改良・増設
を検討し、庁舎の適正な維持管理・改良に努めます。

完了・廃止 事業完了 地域子育て

5-4 －
都市公園のバリアフ
リー化

公園緑地課
都市公園入口の段差解消、スロープ設置を検討し、子どもやベ
ビーカー利用者・高齢者・障がい者をはじめ、すべての人が安心
して利用できるように努めます。

完了・廃止 事業完了 地域子育て

5-5 124
児童遊園地・公園整
備事業【再掲】

子育て支援課
公園緑地課

推進施策【２－３】 継続
推進施策【２－３】
通番42参照

地域子育て

5-5 125
公園内の照明灯など
防犯設備整備と適切
な管理

公園緑地課

夕方から夜間の公園利用者の利便性、安全性の向上を図ることを
目的に園内灯等を設置します。また、死角をなくすよう施設の配
置やせん定等の管理にも努め、子どもたちにも「安全・安心な公
園」づくりを進めます。

継続

夕方から夜間の公園利用者の利便性、安全性の向上を図ることを
目的に園内灯等を設置します。また、死角をなくすよう施設の配
置やせん定等の管理にも努め、子どもたちにも「安全・安心な公
園」づくりを進めます。

地域子育て

5-5 126 防犯灯設置助成事業
市民参画まちづく
り課

町内会や自治体などが設置・維持管理する防犯灯の新設工事や器
具取替工事・管球取替工事に対し、松山市防犯協会を通じて助成
を行い、子どもたちが巻き込まれる夜間の事件や事故の未然防止
を図ります。

継続

町内会や自治体などが設置・維持管理する防犯灯の新設工事や器
具取替工事・管球取替工事に対し、松山市防犯協会を通じて助成
を行い、子どもたちが巻き込まれる夜間の事件や事故の未然防止
を図ります。

地域子育て

5-5 127
放置自転車対策の実
施による歩行者環境
の安全確保

都市・交通計画課

ベビーカーの通行や子どもの手を引いて歩くなどの妨げとならな
いよう、放置自転車に対する警告・撤去活動、巡回整理員による
放置自転車の整理、サイクルガイドによる駐輪場利用案内、商店
街行事での無料駐輪券配布などを実施し、放置自転車の排除とと
もに駐輪場利用の定着に努めます。

変更（統合）

ベビーカーの通行や子どもの手を引いて歩くなどの妨げとならな
いよう、放置自転車に対する警告・撤去活動、巡回整理員による
放置自転車の整理、サイクルガイドによる駐輪場利用案内、商店
街行事での無料駐輪券配布などを実施し、放置自転車の排除とと
もに駐輪場利用の定着に努めます。

担当課名の変更 地域子育て

5-5 128
通学路等校区内危険
個所の交通等安全対
策

学校教育課
保健体育課

「通学路の緊急合同点検」で対策が必要とされた危険個所改善の
進捗管理と実施状況の公表を引き続き行うとともに、通学路に限
らず校区内の危険個所への安全対策の調整を行い、関係機関等と
連携し、適時その改善に向けた取り組みを推進します。

継続

「通学路の合同点検」及び学校から随時要望があった個所で対策
が必要とされた危険個所改善の進捗管理と実施状況の公表を引き
続き行うとともに、通学路に限らず校区内の危険個所への安全対
策の調整を行い、関係機関等と連携し、適時その改善に向けた取
り組みを推進します。

地域子育て
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6-1 129 企業への意識啓発
子育て支援課
地域経済課

国や県、雇用関係機関や経済団体と連携しつつ、啓発チラシや各
種セミナー、育児に関するポスター掲示等により次世代育成支援
対策推進法及び育児・介護休業法等の関係法令の周知を図り、働
きながら子育てしやすい労働環境の整備を進めます。

継続

国や県、雇用関係機関や経済団体と連携しつつ、啓発チラシや各
種セミナー、育児に関するポスター掲示等により次世代育成支援
対策推進法や育児・介護休業法等の関係法令及び労働基準法によ
る働き方改革の周知を図り、働きながら子育てしやすい労働環境
の整備を進めます。

地域子育て

6-1 130
能力開発や適応訓練
などの人材育成支援

地域経済課
企業又は企業団体が、従業員の資質の向上を図るため研修等を受
講する際に、その費用の一部を補助することで人材育成・確保を
支援します。

継続
企業又は企業団体が、従業員の資質の向上を図るため研修等を受
講する際に、その費用の一部を補助することで人材育成・確保を
支援します。

地域子育て

6-1 131
多様化する就業ニー
ズに対する支援

地域経済課

関係機関との連携の下、女性や若年者に対して、仕事と家庭の両
立及び多様な働き方の実現に向けた職業能力開発や適応訓練など
の支援を行うとともに、職場体験セミナーを実施し、円滑に就業
に繋がるよう支援を実施します。また、若年求職者の窓口である
「ジョブカフェ愛ｗｏｒｋ」（愛媛県若年者就職支援センター）
と連携し、職業相談・セミナーをはじめ職業見学や就業体験を含
んだ一連の就職支援サービスを提供及び個々のケースに応じた
キャリアカウンセラーによるきめ細かな対応を図るなど、若年者
の雇用対策・人材育成などに取り組みます。

継続

関係機関との連携の下、女性や若年者に対して、仕事と家庭の両
立及び多様な働き方の実現に向けた職業能力開発や適応訓練など
の支援を行うとともに、職場体験セミナーを実施し、円滑に就業
に繋がるよう支援を実施します。更に職場体験受入れ企業に対し
て働き方改革についての啓発を行い,就業者の職場への定着を図り
ます。また、若年求職者の窓口である「ジョブカフェ愛ｗｏｒ
ｋ」（愛媛県若年者就職支援センター）と連携し、職業相談・セ
ミナーをはじめ職場見学や就業体験を含んだ一連の就職支援サー
ビスを提供及び個々のケースに応じたキャリアカウンセラーによ
るきめ細かな対応を図るなど、若年者の雇用対策・人材育成など
に取り組みます。

地域子育て

6-1 132
男女共同参画事の推
進【再掲】

市民参画まちづく
り課

推進施策【４－１】 継続
推進施策【４－１】
通番86参照

地域子育て

6-1 －
男女共同参画に関す
るパンフレット配布
【再掲】

市民参画まちづく
り課

推進施策【４－１】 変更（統合）
統廃合する事業の再
掲

地域子育て

6-2 133
児童クラブ運営事業
（放課後児童健全育
成事業）【再掲】

子育て支援課 推進施策【２－１】 継続
推進施策【２－１】
通番13参照

地域子育て

6-2 134
ファミリー・サポー
ト・センター事業
（育児）【再掲】

子育て支援課 推進施策【２－１】 継続
推進施策【２－１】
通番18参照

地域子育て

6-2 135
男女共同参画の推進
【再掲】

市民参画まちづく
り課

推進施策【４－１】 継続
推進施策【４－１】
通番86参照

地域子育て

6-2 －
男女共同参画に関す
るパンフレット配布
【再掲】

市民参画まちづく
り課

推進施策【４－１】 変更（統合）
統廃合する事業の再
掲

地域子育て

6-2 136
テレワーク業務創出
支援

地域経済課

育児や家族の介護などで就業することが困難な人たちに、仕事と
家庭の両立が可能となるテレワーク支援事業を実施します。社会
的自立を目指す人たちに対する雇用の促進や、在宅で働くことを
希望する人への就労を支援します。

継続

育児や家族の介護などで就業することが困難な人たちに、仕事と
家庭の両立が可能となるテレワーク支援事業を実施します。社会
的自立を目指す人たちに対する雇用の促進や、在宅で働くことを
希望する人への就労を支援します。

地域子育て

6-2 137
育児休業中の育児支
援

子育て支援課
支援者セミナーの開催など、育児休業中の育児を支援する体制を
整えます。

継続
支援者セミナーの開催など、育児休業中の育児を支援する体制を
整えます。

地域子育て
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6-2 138
子育て支援サービス
利用料の助成【再
掲】

子育て支援課 推進施策【２－１】 継続
推進施策【２－１】
通番22参照

教育・保育

6-2 139
認定こども園【再
掲】

保育・幼稚園課 推進施策【１－１】 継続
推進施策【１－１】
通番 1参照

教育・保育

6-2 140 幼稚園【再掲】 保育・幼稚園課 推進施策【１－１】 継続
推進施策【１－１】
通番 2参照

教育・保育

6-2 141 保育所【再掲】 保育・幼稚園課 推進施策【１－１】 継続
推進施策【１－１】
通番 3参照

教育・保育

6-2 142 家庭的保育【再掲】 保育・幼稚園課 推進施策【１－１】 継続
推進施策【１－１】
通番 4参照

教育・保育

6-2 143 小規模保育【再掲】 保育・幼稚園課 推進施策【１－１】 継続
推進施策【１－１】
通番 5参照

教育・保育

6-2 144
居宅訪問型保育【再
掲】

保育・幼稚園課 推進施策【１－１】 継続
推進施策【１－１】
通番 6参照

教育・保育

6-2 145
事業所内保育【再
掲】

保育・幼稚園課 推進施策【１－１】 継続
推進施策【１－１】
通番 7参照

教育・保育

6-2 146
事業所内保育施設の
設置推進【再掲】

保育・幼稚園課 推進施策【２－２】 継続
推進施策【２－２】
通番35参照

教育・保育

7-1 147
交通安全母の会を中
心とした各種交通安
全活動への参画

都市・交通計画課
交通安全教室への参画や、子どもに対する安全指導活動などへの
協力を行い、交通安全の重要性について再認識を図るとともに、
「交通安全は家庭から」の意識の醸成を図ります。

変更（統合）
交通安全教室への参画や、子どもに対する安全指導活動などへの
協力を行い、交通安全の重要性について再認識を図るとともに、
「交通安全は家庭から」の意識の醸成を図ります。

担当課名の変更 地域子育て

7-1 148
地区交通指導員によ
る指導・啓発

都市・交通計画課
各地区に交通指導員を配置し、交通安全教室への協力や街頭指導
など、地域ぐるみで子ども等の交通弱者を交通事故から守りま
す。

変更（統合）
各地区に交通指導員を配置し、交通安全教室への協力や街頭指導
など、地域ぐるみで子ども等の交通弱者を交通事故から守りま
す。

担当課名の変更 地域子育て

7-1 149
交通ルール順守の啓
発

都市・交通計画課

交通安全教室、交通安全運動、チラシや市ホームページなどで交
通ルール順守を啓発します。特にチャイルドシートの着用の徹底
や自転車利用時のヘルメットの着用、安全基準に適合した幼児２
人同乗用自転車の利用の呼びかけを行います。

変更（統合）

交通安全教室、交通安全運動、チラシや市ホームページなどで交
通ルール順守を啓発します。特にチャイルドシートの着用の徹底
や自転車利用時のヘルメットの着用、安全基準に適合した幼児２
人同乗用自転車の利用の呼びかけを行います。

担当課名の変更 地域子育て

7-1 150
児童生徒をまもり育
てる日

教育支援センター
事務所

ＰＴＡや学校関係者、地域住民等で組織する見守り隊の活動や、
警察関係者と連携し登下校を見守るなど、児童生徒の安全確保に
取り組みます。

継続
ＰＴＡや学校関係者、地域住民等で組織する見守り隊の活動や、
警察関係者と連携し登下校を見守るなど、児童生徒の安全確保に
取り組みます。

地域子育て

7-2 151
警察直通の非常通報
装置の設置

保育・幼稚園課
学習施設課

市立の教育・保育施設及び小中学校（一部除く）等に警察直通の
非常通報装置を設置し、乳児・幼児・児童・生徒の安全確保のた
め、防犯対策の充実を図り、不審者侵入等の突発的な事件に対処
します。

継続

市立の教育・保育施設及び小中学校（一部除く）等に警察直通の
非常通報装置を設置し、乳児・幼児・児童・生徒の安全確保のた
め、防犯対策の充実を図り、不審者侵入等の突発的な事件に対処
します。

地域子育て

7-2 152 防犯カメラの設置
保育・幼稚園課
学習施設課

不審者侵入等を未然に防ぐため、市立の幼稚園・小中学校・保育
所（一部除く）に防犯カメラを設置し、子どもたちの安全・安心
の確保に努めます。

継続
不審者侵入等を未然に防ぐため、市立の幼稚園・小中学校・保育
所（一部除く）に防犯カメラを設置し、子どもたちの安全・安心
の確保に努めます。

地域子育て
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7-2 153
教職員を対象とした
防犯教室の開催

学校教育課
警察官等を講師として緊急時の避難方法や不審者対応について学
ぶなど、教職員を対象に防犯教室を開催します。また、その実践
訓練として、各学校では避難訓練を行います。

変更（統合）
警察官等を講師として緊急時の避難方法や不審者対応について学
ぶなど、教職員を対象に防犯教室を開催します。また、その実践
訓練として、各学校では避難訓練を行います。

担当課名の変更 地域子育て

7-2 154
緊急避難場所「まも
るくんの家」のス
テッカー配布

学校教育課
各小学校の通学路を中心に商店や事業所、住宅等に避難場所を表
示して、緊急時、児童生徒の保護等、安全の確保を図ります。

継続
各小学校の通学路を中心に商店や事業所、住宅等に避難場所を表
示して、緊急時、児童生徒の保護等、安全の確保を図ります。

地域子育て

7-2 155
ＭＡＣネットＣＳＣ
（子ども安心安全情
報配信システム）

教育支援センター
事務所

各警察署からの情報提供にもとづき、市内各地域の不審者情報を
メールで配信し、情報を共有することで、地域の安全安心な生活
につなげます。

継続
各警察署からの情報提供にもとづき、市内各地域の不審者情報を
メールで配信し、情報を共有することで、地域の安全安心な生活
につなげます。

地域子育て

7-2 156
青少年育成支援事務
管理事業

教育支援センター
事務所

青少年の喫煙や万引き等の非行防止を図るため、青少年育成支援
委員を委嘱し、「愛の一声」運動を展開するとともに、学校や地
域、さらに警察等の関係機関・団体と連携を図りながら、環境浄
化活動や広報啓発活動を実施することで、心身ともに健全な青少
年の育成に取り組みます。

変更（統合）

青少年の喫煙や万引き等の非行防止を図るため、青少年育成支援
委員を委嘱し、「愛の一声」運動を展開するとともに、学校や地
域、さらに警察等の関係機関・団体と連携を図りながら、環境浄
化活動を実施することで、心身ともに健全な青少年の育成に取り
組みます。

事業名の変更 地域子育て

7-2 －
子どもの安心安全対
策事業

生涯学習政策課
子ども安全対策会議及びプロジェクト会議を必要に応じて開催
し、子どもの安心安全対策を推進します。

完了・廃止

関係部局との連携体
制も整い、必要なタ
イミングで随時連携
を図り、効果的な取
り組みを行えてい
る。

地域子育て

7-2 157
危機管理マニュアル
の作成（公立保育
所）【再掲】

保育・幼稚園課 推進施策【４－２】 継続
推進施策【４－２】
通番105参照

教育・保育

7-2 158
危機管理マニュアル
の作成（幼稚園・学
校）【再掲】

保育・幼稚園課
学校教育課

推進施策【４－２】 継続
推進施策【４－２】
通番95参照

教育・保育

7-2 159
安全安心指導者学校
派遣事業

市民参画まちづく
り課

新規

専門の講師を派遣し、「インターネット安全教室（体験型）」、
「情報モラル教室」、「不審者対応教室」、「薬物乱用防止教
室」を実施し、犯罪・非行等の予防を目指します。
児童や生徒が犯罪に巻き込まれるのを未然に防ぐため、今後も引
き続き、ルールやマナー、心得などを学ぶ教室を開催していきま
す。

地域子育て

7-3 160
命を守る！防災士養
成事業

危機管理課
保育・幼稚園課
学校教育課

災害発生時に専門的な知識を持ち、適切な対応や指示ができる人
材を確保するため、市立幼稚園、小中学校の教職員及び市立保育
所の保育士が、松山市消防局が実施する「防災士養成事業」に参
画し、防災士資格を取得します。（幼稚園及び保育所１人、小中
学校２人程度を配置）

変更（統合）

災害発生時に専門的な知識を持ち、適切な対応や指示ができる人
材を確保するため、市立幼稚園、小中学校の教職員並びに市立保
育所等の保育士が、松山市消防局が実施する「防災士養成事業」
に参画し、防災士資格を取得します。（各幼稚園・保育所・小中
学校に２人程度を配置）

担当課名の変更 地域子育て

7-3 161
応急手当普及員の養
成

保健体育課
消防局警防課

学校現場で初動期の救命救急活動が適切に遂行できるよう、松山
市消防局と連携し、教職員の応急手当普及員の有資格者の養成講
習を計画的に実施します。また、有資格者の全校配置を堅持しつ
つ、資格更新講習を通じてそのスキル維持にも努めます。

継続

学校現場で初動期の救命救急活動が適切に遂行できるよう、松山
市消防局と連携し、教職員の応急手当普及員の有資格者の養成講
習を計画的に実施します。また、有資格者の全校配置を堅持しつ
つ、資格更新講習を通じてそのスキル維持にも努めます。

地域子育て

7-3 162
危機管理マニュアル
の作成（幼稚園・学
校）【再掲】

保育・幼稚園課
学校教育課

推進施策【４－２】 継続
推進施策【４－２】
通番95参照

教育・保育
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8-1 163 要保護児童対策事業
子ども総合相談セ
ンター事務所

虐待・不登校や問題行動等の要保護児童に適切に対処するため
に、関係機関等と連携して支援の連続性の確保、総合的な家庭支
援、予防的支援の実施に努めます。

変更（統合）

虐待・不登校や問題行動等の要保護児童等への継続した支援、総
合的支援、予防的支援に努め、医療、保健、福祉、教育などの関
係機関で構成する要保護児童対策地域協議会の連携強化や体制整
備を図ります。

【2-1】「子育て支援
総合コーディネー
ト」と統合

地域子育て

8-1 164

養育支援訪問事業そ
の他要支援児童、要
保護児童等の支援に
資する事業【再掲】

子ども総合相談セ
ンター事務所

推進施策【２－１】 継続
推進施策【２－１】
通番15参照

地域子育て

8-1 165
子ども総合相談【再
掲】

子ども総合相談セ
ンター事務所 推進施策【２－１】 継続

推進施策【２－１】
通番21参照

地域子育て

8-1 166
家庭・子育て相談
【再掲】

子育て支援課 推進施策【２－１】 継続
推進施策【２－１】
通番24参照

地域子育て

8-2 167
子育て短期支援事業
【再掲】

子育て支援課 推進施策【２－１】 継続
推進施策【２－１】
通番14参照

地域子育て

8-2 168
ひとり親家庭等日常
生活支援事業

子育て支援課
ひとり親家庭等が疾病等の事由により、一時的に生活援助が必要
な場合、その世帯に家庭生活支援員を派遣して援助を行います。

継続
ひとり親家庭等が疾病等の事由により、一時的に生活援助が必要
な場合、その世帯に家庭生活支援員を派遣して援助を行います。

地域子育て

8-2 169
ひとり親家庭等自立
促進対策事業

子育て支援課
ひとり親家庭等を対象に、就労に際して必要な知識や技能を身に
付けるための講習を実施します。また、養育費相談及び弁護士相
談を行います。

継続
ひとり親家庭等を対象に、就労に際して必要な知識や技能を身に
付けるための講習を実施します。また、養育費相談及び弁護士相
談を行います。

地域子育て

8-2 170
母子生活支援施設事
業

子育て支援課
市内にある母子生活支援施設「小栗寮」は昭和５０年に建築され
たもので、老朽化が著しく、耐震補強工事とあわせて、大規模改
修工事を行います。

変更（統合）

配偶者のない女子又はこれに準ずる事情にある女子及びその者の
監護すべき児童を入所させて保護するとともに、入所者の生活の
安定と自立促進に向けて、生活相談・就労相談・支援業務等を通
じてその入所者を支援します。
母子生活支援施設「小栗寮」について、平成29年9月に耐震・改修
工事を終え、平成30年1月には防犯カメラを設置するなど、ハード
面における入寮者の安心・安全の強化を行いました。今後は、入
所者に対しより充実した支援ができるよう適切に施設を運営して
いきます。

事業名・内容の変更 地域子育て

8-2 171
テレワーク業務創出
支援【再掲】

地域経済課 推進施策【６－２】 継続
推進施策【６－２】
通番136参照

地域子育て

8-2 172
子育て支援サービス
利用料の助成【再
掲】

子育て支援課 推進施策【２－１】 継続
推進施策【２－１】
通番22参照

地域子育て

8-2 173
子ども健全育成事業
（土曜塾）

生活福祉総務課
子育て支援課

新規

生活保護受給世帯を含む低所得者世帯及び児童扶養手当の全部支
給世帯の中学生に、居場所としての学習の場「土曜塾」を提供
し、学習支援や生活指導等を行います。
学習支援や生活指導等を行うことで、教育格差を是正し、対象生
徒の将来的な進路選択肢を広げ、「貧困の連鎖」の防止を目指し
ます。

地域子育て

8-3 174 障がい児の支援事業 障がい福祉課
補装具の交付・修理、日常生活用具の給付、重度身体障害児
（者）住宅整備事業について、当該児の福祉の増進を図ります。

継続
補装具の交付・修理・借受け、日常生活用具の給付、重度身体障
害児（者）住宅整備事業について、当該児の福祉の増進を図りま
す。

地域子育て

専
門
的
な
知
識
及
び
技
術
を
要
す
る
支
援
の
推
進

20 ページ



基本
方針

推進施策 通番 事業名 担当課 事業の概要及び今後の方針（第1期計画）
第2期

支援事業計画
での方向性

事業の概要及び今後の方針（第2期計画） 備考 部会

8-3 175
居宅介護・移動支援
事業

障がい福祉課

在宅の障がい児の自立と社会参加を目的として、家庭にホームヘ
ルパーを派遣し、身体、家事や移動の介護サービスを提供しま
す。今後も利用者のニーズを把握しながら、継続して実施しま
す。

継続

在宅の障がい児の自立と社会参加を目的として、家庭にホームヘ
ルパーを派遣し、身体、家事や移動の介護サービスを提供しま
す。今後も利用者のニーズを把握しながら、継続して実施しま
す。

地域子育て

8-3 176
障がい児等療育等支
援事業

障がい福祉課
在宅の障がい児の地域生活を支えていくために、障がい児施設機
能を活用し養育、相談体制の充実を図ります。

継続

在宅の障がい児の自立と社会参加を目的として、家庭にホームヘ
ルパーを派遣し、身体、家事や移動の介護サービスを提供しま
す。今後も利用者のニーズを把握しながら、継続して実施しま
す。

地域子育て

8-3 177
障がい児通所支援事
業

障がい福祉課
通所等による養育を希望する障がい児に対して、生活訓練、社会
適応訓練、機能回復訓練、外来相談等を行います。

継続
在宅の障がい児の地域生活を支えていくために、障がい児施設機
能を活用し養育、相談体制の充実を図ります。

地域子育て

8-3 178
短期入所・日中一時
支援事業

障がい福祉課

心身障がい児を介護している保護者が疾病等の理由により家庭で
介護ができない場合等、（緊急に）施設に短期間入所や日中での
活動の場を確保することにより、心身障がい児及びその家族の福
祉の向上を図ります。

継続
通所等による養育を希望する障がい児に対して、生活訓練、社会
適応訓練、機能回復訓練、外来相談等を行います。

地域子育て

8-3 179
児童発達支援セン
ターひまわり園運営
等事業

障がい福祉課

児童発達支援センターひまわり園運営事業、心身障がい児施設
プール開放事業により日常生活動作、運動機能に係る指導訓練等
必要な養育を行い、運動機能等の低下を防止するとともに発達を
促します。

継続
児童発達支援センターひまわり園運営事業により日常生活動作、
運動機能に係る指導訓練等必要な養育を行い、運動機能等の低下
を防止するとともに発達を促します。

地域子育て

8-3 180
認定こども園、幼稚
園、保育所等での障
がい児保育の充実

保育・幼稚園課
研修等を通じて、障がい児に対する理解を深め、職員の資質向上
を図ります。保護者や関係機関と連携して、子どもの育ちを共に
見守ります。

継続

研修等を通じて、障がい児に対する理解を深め、職員の資質向上
を図ります。保護者や関係機関と連携して、子どもの育ちを共に
見守ります。また、「障がい児保育事業」や「多様な事業者の参
入促進・能力活用事業」と共に、特別な支援が必要な子どもの受
け入れも促進します。

教育・保育

8-3 181
児童クラブの障がい児受
入れ促進

子育て支援課

児童クラブの施設に障がい児用のトイレや出入口のスロープを整
備するなど、障がい児が利用しやすい環境整備を進めます。障が
い児を受け入れた児童クラブの状況に応じて支援員等を増員しま
す。

継続

児童クラブの施設に障がい児用のトイレや出入口のスロープを整
備するなど、障がい児が利用しやすい環境整備を進めます。障が
い児を受け入れた児童クラブの状況に応じて支援員等を増員しま
す。

地域子育て

8-3 182 特別支援教育事業【再掲】 学校教育課 推進施策【４－２】 継続
推進施策【４－２】
通番101参照

地域子育て

8-3 183
障がい等のある子どもの
「学校生活支援員」活用支
援事業【再掲】

学校教育課 推進施策【４－２】 継続
推進施策【４－２】
通番102参照

地域子育て

9-1 184 子ども医療助成事業 子育て支援課
小学校就学前児童の入院・通院に係る医療費と、小学生の入院に
係る医療費を助成し、疾病の早期発見と治療を促進し、子どもの
保健の向上と福祉の増進を図ります。

継続

少子化対策の一環として、子育て家庭の経済的負担の軽減を図る
とともに、病気の早期発見や治療を支援するため、中学生までの
入院・通院に係る医療費を助成します。（小中学生の通院に係る
医療費の助成は令和2年1月から開始予定）

地域子育て

9-1 185
ひとり親家庭医療助
成事業

子育て支援課

所得税非課税世帯を対象に入院・通院の医療費を県市共同で助成
するほか、児童扶養手当の所得制限限度額未満の世帯に対しても
市独自に助成し、ひとり親家庭の経済的負担の軽減と生活の安定
に寄与します。

継続

所得税非課税世帯を対象に入院・通院の医療費を県市共同で助成
するほか、児童扶養手当の所得制限限度額未満の世帯に対しても
市独自に助成し、ひとり親家庭の経済的負担の軽減と生活の安定
に寄与します。

地域子育て
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9-1 186
ひとり親家庭等自立
支援給付金

子育て支援課
ひとり親家庭の自立支援を図るため、職業能力開発講座の受講又
は看護師、介護福祉士等の資格の取得に係る費用の一部を支給し
ます。

継続
ひとり親家庭の自立支援を図るため、職業能力開発講座の受講又
は看護師、介護福祉士等の資格の取得に係る費用の一部を支給し
ます。

地域子育て

9-1 187
母子父子寡婦福祉資
金の貸付

子育て支援課
ひとり親家庭等に対して、その経済的自立の助成と生活意欲の助
長を図り、その扶養している児童の福祉を増進するため、各種資
金の貸付けを行います。

継続
ひとり親家庭等に対して、その経済的自立の助成と生活意欲の助
長を図り、その扶養している児童の福祉を増進するため、各種資
金の貸付けを行います。

地域子育て

9-1 188 児童手当支給事業 子育て支援課
児童を養育している人に手当を支給することにより、家庭生活の
安定に寄与するとともに、次代の社会を担う児童の健全な育成を
図ります。

継続
児童を養育している人に手当を支給することにより、家庭生活の
安定に寄与するとともに、次代の社会を担う児童の健全な育成を
図ります。

地域子育て

9-1 189
児童扶養手当支給事
業

子育て支援課
ひとり親家庭等の生活の安定と自立を促進し、児童の福祉の増進
を図るため、児童扶養手当法に基づき手当を支給します。

継続
ひとり親家庭等の生活の安定と自立を促進し、児童の福祉の増進
を図るため、児童扶養手当法に基づき手当を支給します。

地域子育て

9-1 190
特別児童扶養手当の
支給

障がい福祉課
身体又は精神に中度以上の障がいを持つ２０歳未満の児童と生計
同一で監護している父若しくは母又は父母に代わって養育してい
る者に対し手当を支給します。

継続
身体又は精神に中度以上の障がいを持つ２０歳未満の児童と生計
同一で監護している父若しくは母又は父母に代わって養育してい
る者に対し手当を支給します。

地域子育て

9-1 191
障害児福祉手当の支
給

障がい福祉課
身体障がいや知的障がいを有するため、日常生活で常時の介護を
必要とする２０歳未満の児童に対し障害児福祉手当を支給しま
す。

継続
身体障がいや知的障がいを有するため、日常生活で常時の介護を
必要とする２０歳未満の児童に対し障害児福祉手当を支給しま
す。

地域子育て

9-1 192
松山市重度心身障害
児童福祉年金

障がい福祉課

身体障害者手帳（１～３級）又は療育手帳（知能指数５０以下）
を持つ２０歳未満の児童と生計同一で現に監護する者に対し、松
山市重度心身障害児童福祉年金を支給することで、障がい児家庭
の生活の安定と福祉の増進を図ります。

継続

身体障害者手帳（１～３級）又は療育手帳（知能指数５０以下）
を持つ２０歳未満の児童と生計同一で現に監護する者に対し、松
山市重度心身障害児童福祉年金を支給することで、障がい児家庭
の生活の安定と福祉の増進を図ります。

地域子育て

9-1 193
重度心身障害者医療
費助成事業

障がい福祉課

身体障害者手帳１・２級、療育手帳Ａ又は療育手帳Ｂ（中度）と
身体障害者手帳両方の所有者に対し、医療費の助成を行うことで
重度心身障害者の健康管理の向上に寄与し、生活の安定と福祉の
増進を図ります。

継続

身体障害者手帳１・２級、療育手帳Ａ又は療育手帳Ｂ（中度）と
身体障害者手帳両方の所有者に対し、医療費の助成を行うことで
重度心身障害者の健康管理の向上に寄与し、生活の安定と福祉の
増進を図ります。

地域子育て

9-1 194 就学援助費支給事業
学校教育課
保健体育課

経済的利用によって就学困難な児童生徒について就学に必要な費
用を援助し、小・中学校での義務教育の円滑な実施に努めます。
就学に必要な援助として、学校給食費、学用品通学用品校外活動
費、新入学児童生徒学用品費、修学旅行費、少年自然の家費など
を支給します。

継続

経済的理由によって就学困難な児童生徒等の保護者に対し、就学
に必要な費用を援助し、小・中学校での義務教育の円滑な実施に
努めます。就学に必要な援助として、学校給食費、学用品通学用
品校外活動費、新入学児童生徒学用品費等（入学準備金）、修学
旅行費、少年自然の家費などを支給します。

地域子育て

9-1 195
子育て支援サービス
利用料の助成【再
掲】

子育て支援課 推進施策【２－１】 継続
推進施策【２－１】
通番23参照

地域子育て

9-1 －
私立幼稚園就園奨励
費補助事業

保育・幼稚園課

園児の保護者に対し、保育料等の減免を実施している幼稚園の設
置者へ補助金を交付することにより、保護者の経済的な負担の軽
減を図ります。（子ども・子育て支援新制度に移行しない幼稚園
を利用する場合に限る）

完了・廃止

幼児教育・保育の無
償化に伴い、令和元
年10月から廃止予
定。

教育・保育
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9-1 196
地域保育所保育料補
助事業

保育・幼稚園課 新規

地域保育所（認可外保育施設）を利用する、18歳未満の子どもが3
名以上いる世帯で、第3子以降が3歳未満の場合、世帯の所得に応
じて保育料を補助します。
今後も本事業を継続することで、地域保育所（認可外保育施設）
を利用する多子世帯の経済的な負担の軽減を図ります。

教育・保育

9-1 197
子育て応援券交付事
業【再掲】

子育て支援課 推進施策【２－１】 継続
推進施策【２－１】
通番27参照

地域子育て

9-1 198
子ども健全育成事業
（土曜塾）【再掲】

子育て支援課 推進施策【８－２】 継続
推進施策【８－２】
通番173参照

地域子育て
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